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Ⅰ　調査の概要

１　調査の目的と総合計画の体系

本報告書は、現行の第４次広陵町総合計画前期基本計画（平成24年度～平成28年度）に掲げられた「主要施策」について、その達成状況及び今後に残された課題等を調査してとりまとめたものであり、前期基本計画を点検・評価する資料として、また後期基本計画（平成29年度～平成33年度）策定のための基礎資料として活用していくものです。

なお、調査対象である第４次広陵町総合計画前期基本計画の体系は以下のとおりです。

第４次広陵町総合計画前期基本計画の体系
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	人にやさしい、人がやさしい、
元気なまち・広陵町


	章
	施策

	第１章

住みよい美しい安全な環境づくり
	１　環境保全の推進
２　環境衛生の充実
３　上・下水道の充実
	４　公園・緑地の保全
５　消防・防災の充実
６　防犯・交通安全の充実

	第２章

いきいき健康・福祉のまちづくり
	１　保健・医療の充実
２　子育て支援の充実
３　高齢者支援の充実
	４　障がい者支援の充実
５　地域福祉の充実
６　社会保障の適正運用

	第３章

文化の薫り高いまちづくり
	１　学校教育の充実
２　生涯学習の推進
３　スポーツの振興
	４　文化芸術の振興と文化財の保存・活用
５　青少年の健全育成

	第４章

活力あふれる産業づくり
	１　農業の振興
２　商工業の振興
３　観光・交流の振興
	４　雇用対策の推進
５　消費者対策の推進


	第５章

さらなる発展への基盤づくり
	１　計画的な土地利用の推進
２　市街地の整備
３　住宅施策の推進
	４　道路・交通網の充実
５　情報化の推進


	第６章

みんなの力で進めるまちづくり
	１　人権の尊重
２　男女共同参画社会の形成
３　コミュニティの育成
	４　協働のまちづくりの推進
５　自立した自治体経営の推進



２　調査の方法
第４次広陵町総合計画前期基本計画の最小単位である「主要施策」について、「前期基本計画達成状況調査シート」を作成し、担当職員による自己点検と評価を行いました。評価基準日は、平成28年３月31日（平成27年度終了時）とし、計画期間５年のうち、４年が終了した時点での評価となっています。

達成度については、以下の基準によりＡ～Ｅの５段階で評価しています。

なお、施策の内容・性格によっては、評価の判断が困難なもの（意識の啓発など）や達成状況を把握しづらいものもありますが、今回の調査では、施策が及ぼす“効果”ではなく、“実施状況”（計画された施策をどの程度実施したか）を中心に各施策を評価しています。

達成度基準表
	達成度
	評価内容
	達成状況

	Ａ
	前期基本計画に掲げた施策を達成した。
（ほぼ100％実施した）
	ほぼ１００％

	Ｂ
	前期基本計画に掲げた施策を概ね達成した。
（75％程度実施した）
	７５％程度

	Ｃ
	現在、施策の達成に向けて動いている。
（半分程度実施した）
	５０％程度

	Ｄ
	現在、施策の達成に向けて動き始めている。
（施策に着手し、動き始めることはできた）
	２５％程度

	Ｅ
	現在、ほとんど手をつけていない。
（施策に着手することができなかった）
	０％


３　達成度評価一覧

第４次広陵町総合計画前期基本計画に掲げた「主要施策」の達成度を一覧にすると、以下のとおりです。

第１章　住みよい美しい安全な環境づくり
	施策
	主要施策
	担当課
	評価

	１　環境保全の推進
	（１）環境基本計画の策定
	生活環境課
	Ｅ

	
	（２）環境保全・美化活動の促進
	生活環境課
	Ｂ

	
	（３）地球温暖化対策の推進
	生活環境課
	Ｃ

	
	（４）新エネルギー施策の推進
	生活環境課
	Ｂ

	
	（５）公害等環境問題への対応①大気及び水環境の保全
	生活環境課
	Ａ

	
	（５）公害等環境問題への対応②不法投棄の未然防止
	生活環境課
	Ｂ

	
	（６）美しい景観づくり
	生活環境課
	Ｂ

	２　環境衛生の充実

	（１）ごみ収集・処理体制の充実①ごみ分別徹底と効率的な収集・運搬
	クリーンセンター業務課
	Ｂ

	
	（１）ごみ収集・処理体制の充実②「クリーンセンター広陵」の適正管理・運営と操業期限への対応
	新清掃施設建設準備室
	Ａ

	
	（２）３Ｒ運動の促進
	クリーンセンター業務課
	Ｃ

	
	（３）し尿収集・処理体制の充実①効率的な収集・運搬
	生活環境課
	Ａ

	
	（３）し尿収集・処理体制の充実②葛城地区清掃事務組合によるし尿処理体制の維持・充実
	生活環境課
	Ａ

	
	（４）町営墓地・斎場の適正管理①町営墓地の適正管理と新区画整備の検討
	生活環境課
	Ａ

	
	（４）町営墓地・斎場の適正管理②町営斎場の適正管理・運営
	生活環境課
	Ｂ

	３　上・下水道の充実
	（１）県水受水一本化への移行
	施設整備課
	Ａ

	
	（２）水道施設の整備
	施設整備課
	Ｂ

	
	（３）水道事業の健全経営
	業務課
	Ｃ

	
	（４）下水道施設の適正管理
	施設整備課
	Ｂ

	
	（５）水洗化の促進
	施設整備課
	Ｂ

	
	（６）下水道未整備区域の整備
	施設整備課
	Ａ

	
	（７）下水道事業の健全経営
	業務課
	Ｃ

	４　公園・緑地の保全
	（１）公園施設・設備の整備充実
	都市整備課
	Ｂ

	
	（２）公園・緑地の管理体制の充実
	都市整備課
	Ｂ

	
	（３）町ぐるみの緑化の推進
	都市整備課
	Ｂ

	５　消防・防災の充実

	（１）常備消防・救急体制の充実①香芝・広陵消防組合による常備消防・救急体制の充実促進
	危機管理課
	Ａ

	
	（１）常備消防・救急体制の充実②常備消防・救急体制のさらなる広域化
	危機管理課
	Ａ

	
	（２）消防団の充実
	危機管理課
	Ｂ

	
	（３）消防水利の整備
	危機管理課
	Ａ

	
	（４）火災予防の徹底
	危機管理課
	Ｂ

	
	（５）地域防災計画等の見直し
	危機管理課
	Ｂ

	
	（６）防災・減災体制の強化①庁舎の耐震化
	危機管理課
	Ａ

	
	（６）防災・減災体制の強化②町民の防災意識の高揚及び自主的な備えの促進
	危機管理課
	Ｂ

	
	（６）防災・減災体制の強化③町民への情報連絡体制の整備
	危機管理課
	Ａ

	
	（６）防災・減災体制の強化④地域における防災体制の確立
	危機管理課
	Ｂ

	
	（６）防災・減災体制の強化⑤防災倉庫の設置及び防災資機材の整備と避難場所の充実及び避難誘導標識の設置
	危機管理課
	Ｃ

	
	（６）防災・減災体制の強化⑥企業等や他自治体との協力体制の確立・強化
	危機管理課
	Ａ

	
	（６）防災・減災体制の強化⑦要援護者の避難支援体制の充実
	危機管理課
	Ｃ

	
	（７）治水対策の促進
	都市整備課
	Ｂ

	６　防犯・交通安全の充実
	（１）防犯意識の高揚
	危機管理課
	Ａ

	
	（２）地域ぐるみの安全環境づくり
	危機管理課
	Ｂ

	
	（３）暴力団排除対策の推進
	危機管理課
	Ａ

	
	（４）交通安全意識の高揚
	危機管理課
	Ａ

	
	（５）交通安全施設の整備充実
	危機管理課
	Ｂ


第２章　いきいき健康・福祉のまちづくり
	施策
	主要施策
	担当課
	評価

	１．保健・医療の充実
	（１）健康づくりに関する指針の見直し・策定
	保健センター
	Ａ

	
	（２）地域ぐるみの自主的な健康づくり活動の促進
	保健センター
	Ｃ

	
	（３）健康診査・保健指導等の充実
	保健センター
	Ｂ

	
	（４）母子保健の充実
	保健センター
	Ｂ

	
	（５）精神保健の推進
	保健センター
	Ｃ

	
	（６）感染症対策の推進
	保健センター
	Ｂ

	
	（７）食育の推進
	保健センター
	Ｂ

	
	（８）地域医療体制の充実
	保健センター
	Ｃ

	２　子育て支援の充実
	（１）子どもが健康に育つ環境づくり
	保健センター
	Ｂ

	
	（２）子育てを支援する環境づくり①保育サービスの充実と保育園・幼稚園の再配置の検討
	子ども支援課
	Ｂ

	
	（２）子育てを支援する環境づくり②地域における子育て支援サービスの充実
	子ども支援課
	Ｂ

	
	（２）子育てを支援する環境づくり③男女がともに仕事と生活の両立を実現できる環境づくり
	子ども支援課
	Ａ

	
	（２）子育てを支援する環境づくり④子育てを支援する団体との連携及び育成
	子ども支援課
	Ｂ

	
	（２）子育てを支援する環境づくり⑤経済的支援
	保険年金課
	Ａ

	
	（３）教育環境・生活環境等の整備
	子ども支援課
	Ｂ

	
	（４）要保護児童等へのきめ細かな支援
	子ども支援課
	Ｂ

	３　高齢者支援の充実
	（１）高齢者支援推進体制の充実①高齢者支援推進体制の充実
	介護福祉課
	Ｂ

	
	（１）高齢者支援推進体制の充実②計画の見直し
	介護福祉課
	Ａ

	
	（２）介護予防の推進
	介護福祉課
	Ａ

	
	（３）認知症対策の推進
	介護福祉課
	Ａ

	
	（４）生活支援体制の充実
	介護福祉課
	Ｂ

	
	（５）高齢者の生きがいづくり①社会参加の促進
	介護福祉課
	Ｂ

	
	（５）高齢者の生きがいづくり②生涯学習や文化活動の機会と場の提供
	介護福祉課
	Ａ

	
	（５）高齢者の生きがいづくり③スポーツ活動への参加促進
	介護福祉課
	Ｂ

	
	（６）介護保険サービスの提供
	介護福祉課
	Ｂ

	４　障がい者支援の充実
	（１）障がい者支援推進体制の充実①障がい者支援推進体制の充実
	社会福祉課
	Ｂ

	
	（１）障がい者支援推進体制の充実②計画の見直し
	社会福祉課
	Ａ

	
	（２）理解と協力の拡大
	社会福祉課
	Ｂ

	
	（３）障がい児保育・教育の充実
	社会福祉課
	Ａ

	
	（４）情報の提供と相談の充実
	社会福祉課
	Ｂ

	
	（５）健康づくりの充実
	社会福祉課
	Ａ

	
	（６）生活支援の充実①訪問系サービスの提供体制の充実
	社会福祉課
	Ｂ

	
	（６）生活支援の充実②福祉機器の利用に関する支援
	社会福祉課
	Ａ

	
	（６）生活支援の充実③各種年金・手当の支給
	社会福祉課
	Ａ

	
	（７）就労と社会参加の拡大①障がい者の雇用促進
	社会福祉課
	Ｂ

	
	（７）就労と社会参加の拡大②日中活動系サービスの提供体制の充実
	社会福祉課
	Ａ

	
	（７）就労と社会参加の拡大③生涯学習や文化・スポーツ活動の機会と場の提供
	社会福祉課
	Ａ

	
	（８）住みよいまちづくりの推進
	社会福祉課
	Ｃ

	
	（９）自立支援給付の実施と地域生活支援事業の推進
	社会福祉課
	Ａ

	５　地域福祉の充実
	（１）福祉サービスを利用しやすい環境づくり
	社会福祉課
	Ｂ

	
	（２）地域福祉を支える多様な担い手の育成①福祉関係団体等の活動支援
	社会福祉課
	Ｂ

	
	（２）地域福祉を支える多様な担い手の育成②地域福祉活動への参加促進とボランティアの育成・確保
	社会福祉課
	Ｄ

	
	（３）支え合い助け合う地域づくり
	社会福祉課
	Ｂ

	
	（４）バリアフリー化、ユニバーサル・デザイン化の推進
	社会福祉課
	Ｃ

	６　社会保障の適正運用
	（１）国民健康保険制度の健全運営①医療費の抑制
	保険年金課
	Ｂ

	
	（１）国民健康保険制度の健全運営②収納率の向上
	保険年金課
	Ａ

	
	（１）国民健康保険制度の健全運営③制度に関する広報・啓発活動や円滑な運営
	保険年金課
	Ｂ

	
	（２）国民年金制度の周知徹底
	保険年金課
	Ａ

	
	（３）低所得者福祉の推進
	社会福祉課
	Ｂ


第３章　文化の薫り高いまちづくり
	施策
	主要施策
	担当課
	評価

	１　学校教育の充実
	（１）学校施設・設備の整備充実①幼稚園施設の整備
	認定こども園準備室
	Ａ

	
	（１）学校施設・設備の整備充実②小・中学校施設の整備
	教育総務課
	Ｂ

	
	（１）学校施設・設備の整備充実③設備や教材・教具の整備充実
	教育総務課
	Ａ

	
	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進①幼稚園の教育内容の充実
	子ども支援課
	Ｂ

	
	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進②児童・生徒の実態や課題に応じた指導方法・教育内容の工夫・改善
	教育総務課
	Ｂ

	
	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進③特色ある教育活動の推進
	教育総務課
	Ｂ

	
	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進④社会変化に対応した教育の充実
	教育総務課
	Ｂ

	
	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑤豊かな人間性の育成
	学校支援室
	Ａ

	
	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑥子どもの読書活動の促進
	教育総務課
	Ａ

	
	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑦たくましい心身の育成
	教育総務課
	Ｂ

	
	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑧食育推進計画に基づく成長支援
	教育総務課
	Ｂ

	
	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑨特別支援教育の充実
	学校支援室
	Ａ

	
	（３）教職員の資質の向上
	学校支援室
	Ｂ

	
	（４）開かれた、信頼される学校づくり
	教育総務課
	Ａ

	２　生涯学習の推進

	（１）生涯学習関連施設の適正管理・有効活用①生涯学習関連施設の適正管理・有効活用
	中央公民館
	Ｂ

	
	（１）生涯学習関連施設の適正管理・有効活用②（仮称）歴史文化会館の整備検討
	文化財保存課
	Ｃ

	
	（２）生涯学習の啓発・情報提供
	生涯学習課
	Ｂ

	
	（３）特色ある講座・教室の開催
	中央公民館
	Ａ

	
	（４）指導者の育成・確保と活用
	生涯学習課
	Ｃ

	
	（５）地域における学習活動の促進
	生涯学習課
	Ｅ

	
	（６）関係団体の育成
	生涯学習課
	Ａ

	
	（７）図書館の充実①生涯学習拠点としての機能強化及び利用促進
	図書館
	Ａ

	
	（７）図書館の充実②子どもの読書活動の促進
	図書館
	Ａ

	３　スポーツの振興
	（１）地方スポーツ推進計画の策定
	スポーツ振興課
	Ｅ

	
	（２）スポーツ施設の適正管理・有効活用
	スポーツ振興課
	Ｂ

	
	（３）スポーツ団体・指導者の育成①スポーツ団体・サークルの育成
	スポーツ振興課
	Ｂ

	
	（３）スポーツ団体・指導者の育成②総合型地域スポーツクラブの設立検討
	スポーツ振興課
	Ａ

	
	（３）スポーツ団体・指導者の育成③指導者の育成・確保
	スポーツ振興課
	Ｂ

	
	（４）多様なスポーツ活動の普及促進①スポーツ意識の高揚
	スポーツ振興課
	Ｂ

	
	（４）多様なスポーツ活動の普及促進②スポーツ教室・大会の内容充実と気軽に親しめるスポーツの普及
	スポーツ振興課
	Ｂ

	
	（４）多様なスポーツ活動の普及促進③広域的な大会への参加促進
	スポーツ振興課
	Ｃ

	４　文化芸術の振興と文化財の保存・活用
	（１）文化芸術団体・指導者の育成①文化芸術団体・サークルの育成
	生涯学習課
	Ａ


	
	（１）文化芸術団体・指導者の育成②指導者の育成・確保
	生涯学習課
	Ｅ

	
	（２）文化芸術にふれる機会の充実①文化芸術を鑑賞・発表する機会の充実
	生涯学習課
	Ａ

	
	（２）文化芸術にふれる機会の充実②金明太鼓の活動・発表機会の充実
	生涯学習課
	Ａ

	
	（３）文化財の保存・活用①文化財の保存・活用
	文化財保存課
	Ａ

	
	（３）文化財の保存・活用②巣山古墳整備事業の推進
	文化財保存課
	Ｂ

	
	（３）文化財の保存・活用③無形文化財の保存・伝承
	文化財保存課
	Ｂ

	
	（３）文化財の保存・活用④文化財保護活動等の支援、文化財ガイドの活動促進
	文化財保存課
	Ｂ

	
	（４）（仮称）歴史文化会館の整備
	文化財保存課
	Ｃ

	５　青少年の健全育成
	（１）健全育成体制の充実
	生涯学習課
	Ａ

	
	（２）健全な社会環境づくり
	生涯学習課
	Ｂ

	
	（３）家庭・地域の教育力の向上
	生涯学習課
	Ｂ

	
	（４）青少年の体験・交流活動等の促進①体験・交流活動等への参画機会の充実
	生涯学習課
	Ｂ

	
	（４）青少年の体験・交流活動等の促進②青少年団体及びジュニアリーダーの育成
	生涯学習課
	Ｂ


第４章　活力あふれる産業づくり
	施策
	主要施策
	担当課
	評価

	１　農業の振興

	（１）農業生産基盤の充実①生産基盤の整備と地域ぐるみの共同活動の支援
	地域振興課
	Ｂ

	
	（１）農業生産基盤の充実②地域の実情に即した農地の有効活用促進
	地域振興課
	Ｃ

	
	（２）意欲ある担い手の育成・確保①認定農業者・集落営農組織の育成と農業経営の法人化促進
	地域振興課
	Ｃ

	
	（２）意欲ある担い手の育成・確保②農業者戸別所得補償制度の活用
	地域振興課
	Ａ

	
	（２）意欲ある担い手の育成・確保③後継者及び新規就農者の育成・確保
	地域振興課
	Ｂ

	
	（２）意欲ある担い手の育成・確保④女性や高齢者への支援
	地域振興課
	Ｃ

	
	（３）農産物の生産性向上、ブランド化の促進①農産物の生産性向上とブランド化促進
	地域振興課
	Ｃ

	
	（３）農産物の生産性向上、ブランド化の促進②綿花栽培促進
	地域振興課
	Ａ

	
	（３）農産物の生産性向上、ブランド化の促進②農業技術センター等の設置検討
	地域振興課
	Ｄ

	
	（４）食の安全・安心と環境に配慮した農業の促進
	地域振興課
	Ｃ

	
	（５）地産地消の促進
	地域振興課
	Ｂ

	２　商工業の振興
	（１）商工会の育成
	地域振興課
	Ｃ

	
	（２）時代変化に即した商業活動の促進①既存商店の振興
	地域振興課
	Ｃ

	
	（２）時代変化に即した商業活動の促進②商業施設の立地誘導
	まちづくり推進課
	Ｃ

	
	（２）時代変化に即した商業活動の促進③経営安定化の促進
	地域振興課
	Ｂ

	
	（３）既存企業への支援及び地場産業の育成①既存企業の振興
	地域振興課
	Ｃ

	
	（３）既存企業への支援及び地場産業の育成②地場産業の育成
	地域振興課
	Ｃ

	
	（３）既存企業への支援及び地場産業の育成③経営の安定化促進
	地域振興課
	Ｂ

	
	（４）企業誘致の推進
	まちづくり推進課
	Ｂ

	３　観光・交流の振興

	（１）地域特性を生かした観光・交流機能の創出①農業と連携した観光・交流機能の創出
	地域振興課
	Ｃ

	
	（１）地域特性を生かした観光・交流機能の創出②周遊ルートの設定と体験メニューの開発
	地域振興課
	Ｂ

	
	（２）祭り・イベントの開催
	地域振興課
	Ａ

	
	（３）ＰＲ活動の強化
	地域振興課
	Ｂ

	
	（４）地域間交流の推進
	生涯学習課
	Ｂ

	４　雇用対策の推進
	（１）雇用の促進
	地域振興課
	Ｂ

	
	（２）勤労者福祉の充実
	地域振興課
	Ｂ

	５　消費者対策の推進
	（１）消費生活に関する啓発活動の推進
	地域振興課
	Ａ

	
	（２）消費生活相談の充実
	地域振興課
	Ｂ


第５章　さらなる発展への基盤づくり
	施策
	主要施策
	担当課
	評価

	１　計画的な土地利用の推進
	（１）土地利用関連計画の見直し・総合調整
	都市整備課
	Ａ

	
	（２）適正な土地利用への誘導
	都市整備課
	Ｂ

	２．市街地の整備
	（１）市街地整備体制の確立
	都市整備課
	Ａ

	
	（２）市街地の計画的整備①良好な住環境の維持・保全と新たな住宅地の形成誘導
	都市整備課
	Ｂ

	
	（２）市街地の計画的整備②箸尾駅周辺の整備
	都市整備課
	Ｅ

	
	（２）市街地の計画的整備③商業・サービス施設等の立地誘導
	まちづくり推進課
	Ｃ

	
	（２）市街地の計画的整備④新たな活力の創出
	まちづくり推進課
	Ｅ

	
	（２）市街地の計画的整備⑤市街化区域の拡大及び用途地域の見直し検討
	都市整備課
	Ｅ

	３　住宅施策の推進
	（１）新たな住宅地の形成
	都市整備課
	Ｃ

	
	（２）既存住宅の耐震化の促進
	都市整備課
	Ｂ

	
	（３）町営住宅の整備
	都市整備課
	Ｂ

	４　道路・交通網の充実
	（１）都市計画道路の整備促進
	都市整備課
	Ｂ

	
	（２）県道の整備促進
	都市整備課
	Ａ

	
	（３）町道の整備及び長寿命化
	都市整備課
	Ｂ

	
	（４）新たなバス交通体系の構築・充実
	まちづくり推進課
	Ａ

	５　情報化の推進
	（１）行政内部の情報化の推進
	総務課
	Ａ

	
	（２）多様な分野における情報サービスの提供①ホームページの内容充実及び有効活用
	総務課
	Ｂ

	
	（２）多様な分野における情報サービスの提供②光ファイバ網を利活用した情報サービス提供の研究
	総務課
	Ｂ

	
	（３）情報セキュリティ対策の推進
	総務課
	Ａ

	
	（４）だれもが支障なく利用できる情報環境づくり
	総務課
	Ｃ


第６章　みんなの力で進めるまちづくり
	施策
	主要施策
	担当課
	評価

	１　人権の尊重
	（１）人権教育・啓発推進体制の充実
	企画調整課
	Ｂ

	
	（２）人権教育・啓発の推進
	企画調整課
	Ｂ

	
	（３）人権相談の充実
	住民課
	Ｂ

	２　男女共同参画社会の形成
	（１）男女共同参画計画の策定
	企画調整課
	Ｅ

	
	（２）男女共同参画社会への意識改革の推進
	企画調整課
	Ｃ

	
	（３）男女共同参画の社会環境づくり①政策・方針を決定する場への女性の参画促進
	企画調整課
	Ｂ

	
	（３）男女共同参画の社会環境づくり②女性の能力向上及びリーダーの育成支援
	企画調整課
	Ｂ

	
	（３）男女共同参画の社会環境づくり③ワーク・ライフ・バランスの実現支援
	企画調整課
	Ｅ

	
	（４）暴力の根絶に向けた取り組みの推進
	企画調整課
	Ａ

	３　コミュニティの育成
	（１）コミュニティ意識の高揚
	まちづくり推進課
	Ｂ

	
	（２）コミュニティ施設の充実支援
	生涯学習課
	Ａ

	
	（３）コミュニティ活動の活性化支援
	まちづくり推進課
	Ａ

	
	（４）新たなコミュニティの形成支援
	まちづくり推進課
	Ｄ

	４　協働のまちづくりの推進
	（１）自治基本条例の制定検討
	まちづくり推進課
	Ｄ

	
	（２）広報・広聴活動の充実①広報活動の充実
	企画調整課
	Ａ

	
	（２）広報・広聴活動の充実②広聴活動の充実
	企画調整課
	Ａ

	
	（３）情報公開の推進
	総務課
	Ｂ

	
	（４）町の政策形成への参画・協働の促進
	企画調整課
	Ａ

	
	（５）公共サービスの提供等への参画・協働の促進
	まちづくり推進課
	Ｅ

	
	（６）町民団体・ＮＰＯ等の育成
	まちづくり推進課
	Ｄ

	５　自立した自治体経営の推進
	（１）行政改革大綱等の見直し
	企画調整課
	Ｅ

	
	（２）事務事業の見直し
	企画調整課
	Ｃ

	
	（３）組織・機構の見直し
	企画調整課
	Ａ

	
	（４）窓口サービス等の向上
	住民課
	Ａ

	
	（５）定員管理及び給与の適正化
	企画調整課
	Ｂ

	
	（６）人材の育成
	企画調整課
	Ｂ

	
	（７）健全な財政運営の推進①自主財源の確保
	総務課
	Ｃ

	
	（７）健全な財政運営の推進②健全な財政運営
	総務課
	Ｃ

	
	（８）広域行政の推進①一部事務組合による共同事業等の効率的な推進
	企画調整課
	Ａ

	
	（８）広域行政の推進②今後の広域連携のあり方の調査・研究
	企画調整課
	Ａ

	
	（９）庁舎の整備充実
	まちづくり推進課
	Ａ
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Ⅱ　評価のとりまとめ
１　全体評価のとりまとめ

（１）全体評価

第４次広陵町総合計画前期基本計画のすべての「主要施策」を評価した達成度について、それぞれＡを100点、Ｂを75点、Ｃを50点、Ｄを25点、Ｅを0点として点数化し、全体の平均を求めると、100点満点で、
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７４．３　点

となっています。

今回評価した216の「主要施策」の中には、様々な内容・性格の取り組みがハード・ソフトの両面にわたって盛り込まれており、正確な点数評価は極めて困難ですが、第４次広陵町総合計画前期基本計画は、計画期間５年のうち４年が経過した時点で、７割以上の達成度となっており、概ね順調に進捗してきたということができます。

（２）章別の比較

第４次広陵町総合計画前期基本計画を章別に比較してみると、評価が最も高い章は「第２章　いきいき健康・福祉のまちづくり」（80.1点）で、全体平均の74.3点を約６ポイント上回っています。この章は、保健・医療、子育て支援、高齢者支援、障がい者支援、地域福祉、社会保障に関する内容で構成されており、“保健・医療・福祉分野”の評価はかなり高いといえます。

次いで評価が高い章は「第１章　住みよい美しい安全な環境づくり」（79.1点）で、この章は全体平均を約５ポイント上回っています。この章は、環境保全、環境衛生、上・下水道、公園・緑地、消防・防災、防犯・交通安全に関する内容で構成されており、“生活環境分野”の評価もやや高くなっています。
また、「第３章　文化の薫り高いまちづくり」（76.7点）は、全体平均を約２ポイント上回っています。この章は、学校教育、生涯学習、スポーツ、文化芸術・文化財、青少年の健全育成に関する内容で構成されており、“教育・文化分野”の評価はわずかに高くなっています。
一方、「第５章　さらなる発展への基盤づくり」（67.5点）は、全体平均を約７ポイント下回っています。この章は、土地利用、市街地、住宅施策、道路・交通網、情報化に関する内容で構成されており、“生活基盤分野”の評価はかなり低くなっています。
また、「第４章　活力あふれる産業づくり」（67.0点）は、全体平均を約７ポイント下回っています。この章は、農業、商工業、観光・交流、雇用対策、消費者対策に関する内容で構成されており、“産業分野”の評価もかなり低くなっています。
６つの章の中で評価が最も低い章は「第６章　みんなの力で進めるまちづくり」（66.1点）で、全体平均を８ポイント下回っています。この章は、人権、男女共同参画、コミュニティ、協働、自治体経営に関する内容で構成されており、“男女共同参画・協働・行財政分野”の評価はかなり低くなっています。［図表１・２参照］
図表１　章別達成度（平均点）

	章
	達成度（平均点）

	第１章　住みよい美しい安全な環境づくり
	79.1

	第２章　いきいき健康・福祉のまちづくり
	80.1

	第３章　文化の薫り高いまちづくり
	76.7

	第４章　活力あふれる産業づくり
	67.0

	第５章　さらなる発展への基盤づくり
	67.5

	第６章　みんなの力で進めるまちづくり
	66.1
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２　章ごとの評価のとりまとめ
（１）第１章　住みよい美しい安全な環境づくり
第１章の「住みよい美しい安全な環境づくり」（79.1点）は、６つの章の中で２番目の評価となっています。

第１章の中で評価が最も高い施策は「６　防犯・交通安全の充実」（90.0点）で、全体平均を約16ポイント上回り、評価が非常に高くなっています。掲げた５つの主要施策のうち、３施策が100％の達成度、２施策が75％の達成度となっています。

次いで評価が高い施策は「２　環境衛生の充実」（85.7点）で、全体平均を約11ポイント上回り、評価が非常に高くなっています。掲げた７つの主要施策のうち、４施策が100％の達成度、２施策が75％の達成度、３Ｒ運動の促進の１施策が50％の達成度となっています。
続いて評価が高い施策は「５　消防・防災の充実」（82.1点）で、全体平均を８ポイント上回り、評価がかなり高くなっています。掲げた14の主要施策のうち、６施策が100％の達成度、６施策が75％の達成度、防災倉庫の設置及び防災資機材の整備と避難場所の充実及び避難誘導標識の設置、要援護者の避難支援体制の充実の２施策が50％の達成度となっています。
また、「３　上・下水道の充実」・「４　公園・緑地の保全」（同点75.0点）については、全体平均を約１ポイント上回り、評価がわずかに高くなっています。「３　上・下水道の充実」は、掲げた７つの主要施策のうち、２施策が100％の達成度、３施策が75％の達成度、水道事業の健全経営、下水道事業の健全経営の２施策が50％の達成度となっています。「４　公園・緑地の保全」は、掲げた３つの主要施策すべてが75％の達成度となっています。

一方、「１　環境保全の推進」（64.3点）については、全体平均を10ポイント下回り、評価が非常に低くなっています。掲げた７つの主要施策のうち、１施策が100％の達成度、４施策が75％の達成度、地球温暖化対策の推進の１施策が50％の達成度、環境基本計画の策定の１施策が未実施となっています。［図表３・４参照］
図表３　施策別達成度（平均点）【第１章　住みよい美しい安全な環境づくり】
	施策
	達成度（平均点）

	１　環境保全の推進
	64.3

	２　環境衛生の充実
	85.7

	３　上・下水道の充実
	75.0

	４　公園・緑地の保全
	75.0

	５　消防・防災の充実
	82.1

	６　防犯・交通安全の充実
	90.0


図表４　施策別達成度（平均点）【第１章　住みよい美しい安全な環境づくり】


（２）第２章　いきいき健康・福祉のまちづくり
第２章の「いきいき健康・福祉のまちづくり」（80.1点）は、６つの章の中で最も高い評価となっています。
第２章の中で評価が最も高い施策は「４　障がい者支援の充実」（87.5点）で、全体平均を約13ポイント上回り、評価が非常に高くなっています。掲げた14の主要施策のうち、８施策が100％の達成度、５施策が75％の達成度、住みよいまちづくりの推進の１施策が50％の達成度となっています。
次いで評価が高い施策は「３　高齢者支援の充実」（86.1点）で、全体平均を約12ポイント上回り、評価が非常に高くなっています。掲げた９つの主要施策のうち、４施策が100％の達成度、５施策が75％の達成度となっています。
続いて評価が高い施策は「６　社会保障の適正運用」（85.0点）で、全体平均を約11ポイント上回り、評価が非常に高くなっています。掲げた５つの主要施策のうち、２施策が100％の達成度、３施策が75％の達成度となっています。
また、「２　子育て支援の充実」（81.3点）については、全体平均を７ポイント上回り、評価がかなり高くなっています。掲げた８つの主要施策のうち、２施策が100％の達成度、６施策が75％の達成度となっています。
一方、「１　保健・医療の充実」（68.8点）については、全体平均を約６ポイント下回り、評価がかなり低くなっています。掲げた８つの主要施策のうち、１施策が100％の達成度、４施策が75％の達成度、地域ぐるみの自主的な健康づくり活動の促進、精神保健の推進、地域医療体制の充実の３施策が50％の達成度となっています。
第２章の中で評価が最も低い施策は「５　地域福祉の充実」（60.0点）で、全体平均を約14ポイント下回り、評価が非常に低くなっています。掲げた５つの主要施策のうち、３施策が75％の達成度、バリアフリー化、ユニバーサル・デザイン化の推進の１施策が50％の達成度、地域福祉活動への参加促進とボランティアの育成・確保の１施策が25％の達成度となっています。［図表５・６参照］
図表５　施策別達成度（平均点）【第２章　いきいき健康・福祉のまちづくり】

	施策
	達成度（平均点）

	１　保健・医療の充実
	68.8

	２　子育て支援の充実
	81.3

	３　高齢者支援の充実
	86.1

	４　障がい者支援の充実
	87.5

	５　地域福祉の充実
	60.0

	６　社会保障の適正運用
	85.0


図表６　施策別達成度（平均点）【第２章　いきいき健康・福祉のまちづくり】


（３）第３章　文化の薫り高いまちづくり
第３章の「文化の薫り高いまちづくり」（76.7点）は、６つの章の中で３番目の評価となっています。
第３章の中で評価が最も高い施策は「１　学校教育の充実」（85.7点）で、全体平均を約11ポイント上回り、評価が非常に高くなっています。掲げた14の主要施策のうち、６施策が100％の達成度、８施策が75％の達成度となっています。
次いで評価が高い施策は「５　青少年の健全育成」（80.0点）で、全体平均を約６ポイント上回り、評価がかなり高くなっています。掲げた５つの主要施策のうち、１施策が100％の達成度、４施策が75％の達成度となっています。

続いて評価が高い施策は「４　文化芸術の振興と文化財の保存・活用」（75.0点）で、全体平均を約１ポイント上回り、評価がわずかに高くなっています。掲げた９つの主要施策のうち、４施策が100％の達成度、３施策が75％の達成度、（仮称）歴史文化会館の整備の１施策が50％の達成度、指導者の育成・確保の１施策が未実施となっています。
一方、「２　生涯学習の推進」（72.2点）については、全体平均を２ポイント下回り、評価がわずかに低くなっています。掲げた９つの主要施策のうち、４施策が100％の達成度、２施策が75％の達成度、（仮称）歴史文化会館の整備検討、指導者の育成・確保と活用の２施策が50％の達成度、地域における学習活動の促進の１施策が未実施となっています。

第３章の中で評価が最も低い施策は「３　スポーツの振興」（65.6点）で、全体平均を約９ポイント下回り、評価がかなり低くなっています。掲げた８つの主要施策のうち、１施策が100％の達成度、５施策が75％の達成度、広域的な大会への参加促進の１施策が50％の達成度、地方スポーツ推進計画の策定の１施策が未実施となっています。［図表７・８参照］
図表７　施策別達成度（平均点）【第３章　文化の薫り高いまちづくり】

	施策
	達成度（平均点）

	１　学校教育の充実
	85.7

	２　生涯学習の推進
	72.2

	３　スポーツの振興
	65.6

	４　文化芸術の振興と文化財の保存・活用
	75.0

	５　青少年の健全育成
	80.0


図表８　施策別達成度（平均点）【第３章　文化の薫り高いまちづくり】


（４）第４章　活力あふれる産業づくり
第４章の「活力あふれる産業づくり」（67.0点）は、６つの章の中で５番目の評価となっています。
第４章の中で評価が最も高い施策は「５　消費者対策の推進」（87.5点）で、全体平均を約13ポイント上回り、評価が非常に高くなっています。掲げた２つの主要施策のうち、１施策が100％の達成度、１施策が75％の達成度となっています。
次いで評価が高い施策は「３　観光・交流の振興」・「４　雇用対策の推進」（同点75.0点）で、全体平均を約１ポイント上回り、評価がわずかに高くなっています。「３　観光・交流の振興」は、掲げた５つの主要施策のうち、１施策が100％の達成度、３施策が75％の達成度、農業と連携した観光・交流機能の創出の１施策が50％の達成度となっています。「４　雇用対策の推進」は、掲げた２つの主要施策すべてが75％の達成度となっています。
一方、「１　農業の振興」（63.6点）については、全体平均を約11ポイント下回り、評価が非常に低くなっています。掲げた11の主要施策のうち、２施策が100％の達成度、３施策が75％の達成度、地域の実情に即した農地の有効活用促進、認定農業者・集落営農組織の育成と農業経営の法人化促進、女性や高齢者への支援、農産物の生産性向上とブランド化促進、食の安全・安心と環境に配慮した農業の促進の５施策が50％の達成度、農業技術センター等の設置検討の１施策が25％の達成度となっています。
第４章の中で評価が最も低い施策は「２　商工業の振興」（59.4点）で、全体平均を約15ポイント下回り、評価が非常に低くなっています。掲げた８つの主要施策のうち、３施策が75％の達成度、商工会の育成、既存商店の振興、商業施設の立地誘導、既存企業の振興、地場産業の育成の５施策が50％の達成度となっています。［図表９・10参照］
図表９　施策別達成度（平均点）【第４章　活力あふれる産業づくり】

	施策
	達成度（平均点）

	１　農業の振興
	63.6

	２　商工業の振興
	59.4

	３　観光・交流の振興
	75.0

	４　雇用対策の推進
	75.0

	５　消費者対策の推進
	87.5


図表10　施策別達成度（平均点）【第４章　活力あふれる産業づくり】


（５）第５章　さらなる発展への基盤づくり
第５章の「さらなる発展への基盤づくり」（67.5点）は、６つの章の中で４番目の評価となっています。

第５章の中で評価が最も高い施策は「１　計画的な土地利用の推進」・「４　道路・交通網の充実」（同点87.5点）で、全体平均を13ポイント上回り、評価が非常に高くなっています。「１　計画的な土地利用の推進」は、掲げた２つの主要施策のうち、１施策が100％の達成度、１施策が75％の達成度となっています。「４　道路・交通網の充実」は、掲げた４つの主要施策のうち、２施策が100％の達成度、２施策が75％の達成度となっています。
次いで評価が高い施策は「５　情報化の推進」（80.0点）で、全体平均を約６ポイント上回り、評価がかなり高くなっています。掲げた５つの主要施策のうち、２施策が100％の達成度、２施策が75％の達成度、だれもが支障なく利用できる情報環境づくりの１施策が50％の達成度となっています。

一方、「３　住宅施策の推進」（66.7点）については、、全体平均を約８ポイント下回り、評価がかなり低くなっています。掲げた３つの主要施策のうち、２施策が75％の達成度、新たな住宅地の形成の１施策が50％の達成度となっています。
第５章の中で評価が最も低い施策は「２　市街地の整備」（37.5点）で、全体平均を約37ポイント下回り、評価が特に低くなっています。掲げた６つの主要施策のうち、１施策が100％の達成度、１施策が75％の達成度、商業・サービス施設等の立地誘導の１施策が50％の達成度、箸尾駅周辺の整備、新たな活力の創出、市街化区域の拡大及び用途地域の見直し検討の３施策が未実施となっています。［図表11・12参照］
図表11　施策別達成度（平均点）【第５章　さらなる発展への基盤づくり】
	施策
	達成度（平均点）

	１　計画的な土地利用の推進
	87.5

	２　市街地の整備
	37.5

	３　住宅施策の推進
	66.7

	４　道路・交通網の充実
	87.5

	５　情報化の推進
	80.0


図表12　施策別達成度（平均点）【第５章　さらなる発展への基盤づくり】
 
（６）第６章　みんなの力で進めるまちづくり
第６章の「みんなの力で進めるまちづくり」（66.1点）は、６つの章の中で最も低い評価となっています。
第６章の中で評価が最も高い施策は「１　人権の尊重」・「３　コミュニティの育成」（同点75.0点）で、全体平均を約１ポイント上回り、評価がわずかに高くなっています。「１　人権の尊重」は、掲げた３つの主要施策すべてが75％の達成度となっています。「３　コミュニティの育成」は、掲げた４つの主要施策のうち、２施策が100％の達成度、１施策が75％の達成度、新たなコミュニティの形成支援の１施策が25％の達成度となっています。
一方、「５　自立した自治体経営の推進」（72.7点）については、全体平均を約２ポイント下回り、評価がわずかに低くなっています。掲げた11の主要施策のうち、５施策が100％の達成度、２施策が75％の達成度、事務事業の見直し、自主財源の確保、健全な財政運営の３施策が50％の達成度、行政改革大綱等の見直しの１施策が未実施となっています。
また、「４　協働のまちづくりの推進」（60.7点）については、全体平均を約14ポイント下回り、評価が非常に低くなっています。掲げた７つの主要施策のうち、３施策が100％の達成度、１施策が75％の達成度、自治基本条例の制定検討、町民団体・ＮＰＯ等の育成の２施策が25％の達成度、公共サービスの提供等への参画・協働の促進の１施策が未実施となっています。
第６章の中で評価が最も低い施策は「２　男女共同参画社会の形成」（50.0点）で、全体平均を約24ポイント下回り、評価が特に低くなっています。掲げた６つの主要施策のうち、１施策が100％の達成度、２施策が75％の達成度、男女共同参画社会への意識改革の推進の１施策が50％の達成度、男女共同参画計画の策定、ワーク・ライフ・バランスの実現支援の２施策が未実施となっています。［図表13・14参照］
図表13　施策別達成度（平均点）【第６章　みんなの力で進めるまちづくり】

	施策
	達成度（平均点）

	１　人権の尊重
	75.0

	２　男女共同参画社会の形成
	50.0

	３　コミュニティの育成
	75.0

	４　協働のまちづくりの推進
	60.7

	５　自立した自治体経営の推進
	72.7


図表14　施策別達成度（平均点）【第６章　みんなの力で進めるまちづくり】



Ⅲ　「主要施策」ごとの達成状況・達成度・課題等
１　第１章　住みよい美しい安全な環境づくり
１　環境保全の推進
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）環境基本計画の策定
	未策定。
	Ｅ
	今後、関係部局（生活環境課、上下水道関係部局、都市整備課、危機管理課）と連携し、策定に向けて取り組んでいく。
［生活環境課］

	（２）環境保全・美化活動の促進
	環境活動等の広報・啓発を積極的に行い、町民の環境保全意識の高揚が図られた。
特に、環境美化運動は積極的な町民参加があり大和川クリーンキャンペーンでは3,000人を超え県内でも一番多い参加者となっている。
また、積極的な水質改善運動、省資源・省エネルギー運動、アイドリングストップ運動など、町民や事業者の自主的な環境保全・美化活動を促進している。
	Ｂ
	平成26年度から、９月に県内一斉に実施される「クリーンアップなら」啓発期間に合わせて清掃活動を行っている。
今後、若年層（小・中学生等）にも環境教育等の取り組みも行い「きれいなまちづくり」の実現に向けて取り組んでいく。
［生活環境課］

	（３）地球温暖化対策の推進
	平成20年度に策定した地球温暖化対策実行計画をもとに、奈良県エネルギービジョンを参考にし、役場の事業に対する温室効果ガスの排出削減に取り組んでいる。
また、庁舎や各施設照明等のＬＥＤ化、公用車のハイブリッド車の導入等を積極的に行っている。
	Ｃ
	今後、地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の見直しについて、検討を行う必要がある。
［生活環境課］

	（４）新エネルギー施策の推進
	公共施設の太陽光発電設備の設置や一般家庭及び中小企業における県省エネルギー関連補助金のホームページ掲載等を行い、普及及び導入の推進を行っている。
また、平成28年度に、体育館及び給食センターに太陽光発電等を導入予定である。
	Ｂ
	今後も新エネルギー施策について広く周知を行い、導入及び普及に取り組んでいく。
［生活環境課］

	（５）公害等環境問題への対応①大気及び水環境の保全
	大気検査　４箇所　年４回実施
水質検査　11箇所　年２回実施
公害対策については、苦情があった場合、即時発生源に現場確認を行い対応している。
以前から苦情があった事業所を対象に大字及び事業所と年２回状況確認等を実施している。
	Ａ
	法令や基準内の苦情が年々増加しており、対応に苦慮している。
［生活環境課］

	（５）公害等環境問題への対応②不法投棄の未然防止
	不法投棄については、環境保全指導員の協力を得ながら監視パトロールの実施、情報提供の協力を得ている。
また、支援スタッフによる不法投棄の監視活動やごみ回収、不法投棄監視カメラの導入も行い未然防止に努めている。
	Ｂ
	不法投棄の件数は全体的に減少気味であるが、大半のケースにおいて行為者の特定が困難である。
今後も、監視活動を継続して行い未然防止に努める。
［生活環境課］

	（６）美しい景観づくり
	景観保全を保つため、多くの町民が参加するクリーンキャンペーンの実施、不法投棄等防止パトロールやごみ回収の実施や各種ボランティアによる清掃活動の支援を行っている。
環境保全向上の取り組みとして、ボランティア及び職員による違反広告等の撤去活動を毎月行っている。
	Ｂ
	河川等の清掃活動実施に対して、堤防等の雑草等が繁茂しており清掃活動が難しい。
屋外広告物法第７条第４項の規定に基づく簡易除却対象以外の広告物については、施設管理者等が撤去しきれていないものが存在している。
［生活環境課］


２　環境衛生の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）ごみ収集・処理体制の充実①ごみ分別徹底と効率的な収集・運搬
	地域の住民懇談会の場でごみの分別について説明したり、広報紙にごみの分別について随時掲載して再度徹底を図った。ごみ分別ガイドブックの刷新を図り、従来のものより町民にわかりやすい内容で掲載した。
また、効率的な収集・運搬については、ごみカレンダーの見直し及び収集地域の見直しを図った。さらに、収集員が円滑に作業できるように正しいごみの出し方の指導を随時行った。
	Ｂ
	今後も引き続き地域の住民懇談会に参加して、ごみの分別について説明し徹底を図っていく。
また、ごみの分別が徹底できていない事項については、随時広報紙等を通じて周知を図っていく。

［クリーンセンター業務課］

	（１）ごみ収集・処理体制の充実②「クリーンセンター広陵」の適正管理・運営と操業期限への対応
	平成25年11月、第１回広陵町ごみ処理町民会議を開催し、現クリーンセンターの操業停止後の次期候補地を検討している中、平成27年９月、天理市でのごみ処理広域化の話があり、参加することになった。（10市町村）
平成28年４月１日、「山辺・県北西部広域環境衛生組合」が設立され、平成35年度操業を目指し進めている中、次期候補地の検討から、ごみ処理中継施設建設の検討に切り替えとなった。
	Ａ
	現クリーンセンターの操業停止に伴う次期候補地（天理市での広域化）は決定したものの、天理市に搬入する時の台数を最小限に抑えるために積み替え施設を建設する必要がある。
今後、広陵町ごみ処理町民会議において、中継施設の建設場所の選定や現施設の跡地利用の検討（地元との協定書については、協議が必要である）を行い、平成28年度中に方針を定めるものとする。
［新清掃施設建設準備室］

	（２）３Ｒ運動の促進
	資源の集団回収や生ごみ処理機購入の支援等を通じ、町民個人及び地域集団の３Ｒ運動の意識定着、ごみの減量化やリサイクルの推進定着を図った。
	Ｃ
	ごみ減量推進員の活用やエコセンターにおける啓発事業もあまりできなかったので、後期基本計画の計画期間（平成29年度～平成33年度）においては見直しを行う必要がある。
また、広報活動においては、町民や事業者の自主的な３Ｒ運動の促進が図れるよう周知徹底する必要がある。
［クリーンセンター業務課］

	（３）し尿収集・処理体制の充実①効率的な収集・運搬
	現在、地域割りをした許可業者２者による円滑なし尿収集を行っている。
	Ａ
	全体的なし尿汲み取り件数が減少したため、バキュームカーが少なく一部の仮設トイレ等の汲み取りが希望日程に沿えないことがある。
［生活環境課］

	（３）し尿収集・処理体制の充実②葛城地区清掃事務組合によるし尿処理体制の維持・充実
	４市４町（大和高田市、御所市、香芝市、葛城市、上牧町、王寺町、河合町、広陵町）の組合により適切なし尿処理体制の維持、管理に努めている。
	Ａ
	今後、経年による設備や機器の老朽化が見込まれ、維持・管理のための費用負担の増加も考えられる。
［生活環境課］

	（４）町営墓地・斎場の適正管理①町営墓地の適正管理と新区画整備の検討
	石塚霊園は、平成27年度末現在、1,194区画の整備が完了している。
現在、新規整備残区画　５区画、返還区画　41区画、合計46区画が未使用区画である。
平成28年度には、霊園の利用者が使用できる多目的トイレも建設予定であり利用者のニーズに合った霊園管理を今後も引き続き行っていく。
	Ａ
	近年、墓地の返還も増えており、引き続き残区画の販売を行っていく。
［生活環境課］

	（４）町営墓地・斎場の適正管理②町営斎場の適正管理・運営
	火葬炉が老朽化しており、保守点検による補修を毎年行っている。
また、施設も建設から30年が経過しているため、経年劣化による修繕（内装及び屋根の防水工事等の補修工事）も行っている。
	Ｂ
	本町の火葬炉は初期型の火葬炉のため、現在普及している火葬炉と比較すると火葬業務には支障がないが、無煙、無臭等の機能面で劣っている。
［生活環境課］


３　上・下水道の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）県水受水一本化への移行
	平成24年10月より県水受水一本化による給水体制に変更済み。県水では県内全域に水道水を送っており、安全で良質な水道水を供給するための水質検査も実施しているため、水質の改善及び水量の安定化も図ることができている。
	Ａ
	県水受水の一本化に伴い、大規模地震や県水断水時には町内の配水タンクで水道水を確保する必要がある。今後、配水タンクの耐震化や水量管理が必要となってくる。
［施設整備課］

	（２）水道施設の整備
	平成26年度から真美ヶ丘配水場を耐震性を有する設備に更新中であり、平成28年度中に完成予定である。また、配水管は老朽管から耐震管に順次布設替えをしている。平成28年度からは、配水場から避難所までのメイン管を耐震管に布設替えする予定である。
	Ｂ
	配水場には既設管がまだ残っており、耐震性を有する施設に変更していく必要がある。また、配水管は総延長も長く、継続して耐震管への布設替えを進めていく必要がある。
［施設整備課］

	（３）水道事業の健全経営
	休開栓業務や集金業務等の民間委託については、平成28年10月から実施できるように検討を進めているところである。　　

また、人件費等の経費削減を行い水道事業の健全経営に努めている。
	Ｃ
	平成25年度から実施している老朽管の布設替え工事や平成26年度から実施している真美ヶ丘配水場の耐震化工事等により事業費が増加している。　

平成31年度には消費税率の引き上げが予定されており、より一層経費節減に取り組む必要がある。併せて水道使用料の見直しも視野に入れ、水道事業の健全経営に努める。
［業務課］

	（４）下水道施設の適正管理
	下水道長寿命化計画に基づいて、順次更新・修繕を進めている。
	Ｂ
	下水道管は総延長も長く老朽化が進んでいくことから、継続して更新・修繕していく必要がある。
［施設整備課］

	（５）水洗化の促進
	平成27年度末での下水道接続率は91.6％であり、未接続世帯数は年々減少してきている。
	Ｂ
	第一処理区に対し第二処理区では接続率が86％と低くなっている。水洗便所改造助成金対象期限についてのお知らせを発行するなど、接続率の上昇に努めていく。
［施設整備課］

	（６）下水道未整備区域の整備
	認可区域については下水道の整備を進めており、整備率は平成27年度末で98.1％と年々上昇している。
	Ａ
	第一処理区に対し、第二処理区では整備率が96.8％と低く、認可区域の整備を順次進めていく。
［施設整備課］

	（７）下水道事業の健全経営
	平成26年４月に下水道料金の改定を実施した。また、経費節減に取り組み、下水道事業の健全経営に努めている。
	Ｃ
	企業債の借入による償還金が大きく、経営を圧迫している状況である。今後、さらなる経費節減に取り組むとともに、使用料の見直しを実施していく必要がある。
［業務課］


４　公園・緑地の保全
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）公園施設・設備の整備充実
	毎月、公園内の遊具点検を行い予防保全に努めている。

また、公園施設の長寿命化を図るための計画を策定し、危険な遊具の撤去、新しい遊具の設置を実施した。
	Ｂ
	遊具のほか、園路や公園灯など修繕すべき箇所は多く、今後も計画的に取り組む必要がある。

また、遊具点検を継続して実施し、長寿命化計画の見直し等により安全な公園環境の維持に努める。
［都市整備課］

	（２）公園・緑地の管理体制の充実
	畿央大学による、公園ユニバーサルデザイン計画実習研究や、かつらぎの道における賑わいのあるまちづくりの研究等により、産官学民協働の管理を進めている。
	Ｂ
	今後、町民参加による維持管理体制の具体的な取り組み等を考察し実施する。
［都市整備課］

	（３）町ぐるみの緑化の推進
	記念樹（キンモクセイ）及び生け垣の苗木の無償交付などを行い、町民の緑化運動を促進する取り組みを実施した。
	Ｂ
	公園まわりの側溝に落ち葉がたまりやすく、定期的な高木の剪定や落ち葉拾いなどの対処が必要である。
［都市整備課］


５　消防・防災の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）常備消防・救急体制の充実①香芝・広陵消防組合による常備消防・救急体制の充実促進
	平成26年４月の奈良県広域消防組合の発足に伴い、町内の消防・救急業務に対して広陵消防署はもとより近隣署所からの出動も可能になったことにより、常備消防・救急体制は飛躍的に向上した。
	Ａ
	近隣署所から出動された消防署員と消防団員との連携強化が今後の課題である。
［危機管理課］

	（１）常備消防・救急体制の充実②常備消防・救急体制のさらなる広域化
	平成26年４月の奈良県広域消防組合が発足。37市町村で構成され、本部を橿原市に置き、18署12分署８出張所となった。
	Ａ
	活動範囲の広域化に伴い、今後は関係機関との連携体制の確立が課題である。
［危機管理課］

	（２）消防団の充実
	常備消防との連携訓練をはじめとして、定期的な訓練の実施により発災対応に備えている。
また、平成28年度にはポンプ車の更新を予定している。
	Ｂ
	常備消防の広域化により、消防団の後方支援活動が重要となることから、いかにスムーズな連携を図れるかが今後の課題である。今後も訓練を重ね、連携体制の確立に努める。
［危機管理課］

	（３）消防水利の整備
	現在、町内の水利状況を再確認し、常備消防と協議しながら整備すべき箇所を検討している。
	Ａ
	消火栓・防火水槽等の施設・整備の維持管理を計画的に図る。
［危機管理課］

	（４）火災予防の徹底
	女性消防団が中心となって広報・啓発活動を実施した。
	Ｂ
	今後も継続して活動を実施する。
［危機管理課］

	（５）地域防災計画等の見直し
	地域防災計画を見直し、広陵町職員防災初動マニュアルを作成した。
	Ｂ
	今後は、現況に応じたハザードマップの見直しを行う。
［危機管理課］

	（６）防災・減災体制の強化①庁舎の耐震化
	平成27年度から２ヶ年計画で庁舎の耐震化を進めている。
	Ａ
	庁舎の耐震化を進めていくだけでなく、役場内で防災訓練を実施することにより、防災・減災体制の強化を図る。
［危機管理課］

	（６）防災・減災体制の強化②町民の防災意識の高揚及び自主的な備えの促進
	真美ヶ丘第１及び第２小学校区の自主防災会との意見交換を定期的に行い、町民の防災意識の高揚及び自主的な備えの促進に努めている。
	Ｂ
	真美ヶ丘第１及び第２小学校区の自主防災会との意見交換を継続し、更なる町民の防災意識の高揚と自主的な備えの促進を目指すとともに、この取り組みを町全体に広げていく。
［危機管理課］

	（６）防災・減災体制の強化③町民への情報連絡体制の整備
	防災情報通信システムの整備とともに、災害時における町民への情報連絡体制の整備も行っている。
	Ａ
	災害時における町民への情報連絡体制の更なる強化を目指す。
［危機管理課］

	（６）防災・減災体制の強化④地域における防災体制の確立
	広陵町防災士ネットワークを立ち上げ、防災士間の連携を図り技術向上に努めている。
	Ｂ
	自主防災組織の育成及びそのリーダーとなる防災士の養成を重点的に進めていく。
［危機管理課］

	（６）防災・減災体制の強化⑤防災倉庫の設置及び防災資機材の整備と避難場所の充実及び避難誘導標識の設置
	①　避難所整備計画のもと、整備済み防災資機材を各小中学校に配置すべく防災倉庫の設置を検討中である。
②　避難所・備蓄倉庫等設置箇所位置図を作成し、地域の公民館（集会所）に掲示した。
	Ｃ
	避難場所の充実及び避難誘導標識の設置を図る。
［危機管理課］

	（６）防災・減災体制の強化⑥企業等や他自治体との協力体制の確立・強化
	企業・団体・個人との防災協定を締結している。
	Ａ
	企業・団体・個人との協力体制のさらなる強化を図る。
［危機管理課］

	（６）防災・減災体制の強化⑦要援護者の避難支援体制の充実
	各地区における避難・安否確認訓練を推進している。
	Ｃ
	関係機関・団体との連携をしていき、さらなる避難支援体制の充実を図る。
［危機管理課］

	（７）治水対策の促進
	河川管理者である奈良県に対し、地域の人の意向を踏まえ要望書を作成し、毎年要望・協議を行った。河床に堆積する土砂の撤去等を実施してもらい、治水状況の改善が一部実現した。
	Ｂ
	大規模な河川改修事業等は河川管理者による長期的な事業計画となるので、引き続き早期実現につながるよう要請・協議を行う。
［都市整備課］


６　防犯・交通安全の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）防犯意識の高揚
	関係機関・団体の連携のもと、各小学校区の見守りや振り込め詐欺を未然に防ぐ活動を行っている。また、防犯カメラの設置（第一号近隣公園・交通公園）を行い、町民の安全を確保するよう取り組んでいる。
	Ａ
	今後も、関係機関・団体と連携し、防犯活動を継続していく。また、防犯カメラの設置（かつらぎの道・見立山公園）も引き続き行う予定である。
［危機管理課］

	（２）地域ぐるみの安全環境づくり
	小学校ＰＴＡや地域住民の協力により、子ども１１０番の家の件数が平成24年度850件から平成27年度876件となり、26件の増加となった。
また、町では青色防犯パトロールによる見守り活動を実施している。
	Ｂ
	地域住民の見守りについては、平成28年度から地域見守りボランティアを募集する。
［危機管理課］

	（３）暴力団排除対策の推進
	町民が健全な社会生活を送れるよう香芝警察署と連携しながら管内居住暴力団の取り締まり、啓発、相談などの活動に賛同している。
	Ａ
	香芝警察署と連携しながら暴力団の排除に取り組み、町の安全を確保している。今後も継続して取り組んでいく必要がある。
［危機管理課］

	（４）交通安全意識の高揚
	関係機関・団体の連携を行い、幼児から高齢者まで幅広い層の交通安全教室を開催した。飲酒運転根絶・交通事故撲滅を願っての啓発活動などに力を入れている。特に、秋の交通安全県民運動の際には、交通安全母の会会員による手作りマスコットなどを配布し啓発を行った。
	Ａ
	交通公園については、施設の利用状況や将来の需要の変化を考慮し、設置目的や必要性を見極めながら、施設廃止も含め今後の維持・管理について検討する。
［危機管理課］

	（５）交通安全施設の整備充実
	各種関係機関と危険箇所の点検・調査を行い、通学路の看板を町内に設置した。また、カーブミラーも必要箇所を協議の上、設置している。
幹線道路の消えている横断歩道については、管理機関に上申し再整備を行った。
	Ｂ
	今後も通学路の看板・カーブミラーの設置・電柱幕の配布・足形マークの設置などを行い、町民の安全を確保していく。
［危機管理課］


２　第２章　いきいき健康・福祉のまちづくり
１　保健・医療の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）健康づくりに関する指針の見直し・策定
	平成26年度に食育推進計画を策定し、平成27年度には総合的に健康づくりを推進していくための計画として、健康増進計画を策定した。
	Ａ
	今後、健康増進計画により、町民がいつまでも「健康」で「幸せ」を感じることができるよう、いきいきと活力あふれるまちづくりで健康寿命を80歳に近づけることを目指し健康づくり施策を推進していく。
食育推進計画は、平成29年度に中間評価、平成31年度に見直し、特定健康診査等計画は、平成30年度見直し、健康増進計画は、平成32年度に中間評価、平成37年度に見直しを行う。
［保健センター］

	（２）地域ぐるみの自主的な健康づくり活動の促進
	町民自らが主体的に健康づくりを実践し、継続できる仕組みを構築し、町民の元気づくりと地域コミュニティの活性化に取り組むことで、生活習慣改善と健康意識の向上を図る。
地域単位での教室の開催、若年層に対する意識の向上や健康づくり推進を図るためのイベントの開催や健診の実施など自主活動グループやリーダー育成のための環境の醸成に取り組んでいる。
	Ｃ
	健康・保健を中心としたまちづくりをサポートする人材を発掘・育成し、地域ぐるみの健康づくり運動に取り組めるよう、校区ごとの活動を支援するとともに畿央大学などとの協働による地域健康教室を推進していく。
歩いて行ける身近な地域で健康づくり、子育てや介護予防の整備を推進し、町民、ＮＰＯ、ボランティアなどが主体となり、健康づくりの活動が行われるよう支援していく。
［保健センター］

	（３）健康診査・保健指導等の充実
	電話、訪問による未受診者対策、県の健康寿命を延長する取組推進モデル事業による受診勧奨や検診体制の充実などにより、受診率向上につながった。
禁煙対策、慢性腎臓病予防対策を重点的に実施した。
	Ｂ
	今後も目標達成に向けてデータを構築し、効果的に受診率向上に取り組んでいく。
また、健（検）診や疾病予防について、若い年代から適切な生活習慣の理解を図り、実践できるよう支援していく。
［保健センター］

	（４）母子保健の充実
	妊娠届出時、健診や相談、医療機関等関係機関からの連絡等により把握した母子について、必要とする母子に対してアセスメントを行い、支援を行っている。
県や近隣市町村と連携した評価や健診結果等の分析による評価を行い、改善点や重点的取り組みを検討し、事業に反映している。
	Ｂ
	すべての妊産婦等の状況を継続的に把握し、必要に応じて関係機関と連携して支援プランを策定することにより、妊産婦等に対しきめ細かい支援を実施する利用者支援事業や産前・産後サポート事業等による相談支援体制に向けた整備が必要である。

［保健センター］

	（５）精神保健の推進
	地域での生活が定着できるよう、訪問による相談支援を実施し、治療やサービスに関する知識の普及に努めている。また、各事業を通じてパンフレットの配布等、啓発活動を行っている。
	Ｃ
	本人だけでなく、家族にも病気や治療に対する正しい知識が得られるよう、家族教室等への参加を積極的に促していく。
また、医療機関やその他福祉施設等と連携を密にすることで、対象者をより理解し、適切な支援を行える体制の構築を目指す。
［保健センター］

	（６）感染症対策の推進
	関係機関と連携し、各感染症に対し、正しい知識の普及を図っている。

新型インフルエンザ等に関しては、県の協力を得て情報を得ることで体制整備を進めている。
	Ｂ
	新型インフルエンザ等に関しては、県の指導のもとで随時計画を見直し、体制を充実させる。
関係機関との情報をスムーズにし、予防や感染拡大防止に努める。
［保健センター］

	（７）食育の推進
	食育推進計画をもとに、食育推進会議等で情報共有し、協議しながら効果的に食育を推進していくため、連携を図りながら各部門で食育を推進している。
	Ｂ
	それぞれの関係部門が連携しながら効果的に町全体の食育を推進していけるよう、体制整備を進めていく。
［保健センター］

	（８）地域医療体制の充実
	各医療機関との情報交換や協議により、連携強化を図っている。
また、地域包括ケアシステムの構築に向け、積極的に地域医療機関との調整を行っている。
	Ｃ
	地域包括ケアシステムにおける在宅療養について町民の理解を深めるとともに、医療と介護等が連携し、効果的に情報を共有し、連携して在宅療養患者や子育て支援を支える体制を構築していく。
［保健センター］


２　子育て支援の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）子どもが健康に育つ環境づくり
	妊娠届出時に健診や相談、医療機関や関係機関からの連絡等により把握した母子について、アセスメントを行い、必要な支援を行っている。
健診結果等の分析により評価を行い、改善点や重点的取り組みを検討し事業に反映している。
	Ｂ
	すべての妊産婦等の状況を継続的に把握し、必要に応じて関係機関と協力して支援プランを策定することにより、妊産婦等に対し、きめ細かい支援を実施する利用者支援事業や産前・産後サポート事業等による相談支援体制の整備が必要である。
食育、思春期保健については、関係機関と共通認識を持つことで、事業効果を高める。
［保健センター］

	（２）子育てを支援する環境づくり①保育サービスの充実と保育園・幼稚園の再配置の検討
	施設の老朽化や多様化する保護者のニーズを踏まえ、幼稚園、保育園の認定こども園化を含めた再編計画を平成28年３月に策定した。その中で、平成30年４月には（仮称）広陵北幼保連携型認定こども園の設立、広陵町統一カリキュラムの作成が決定し進められている。
町の教育、保育の質が高いものとなるよう取り組んでいくとともに、それに伴う研修の開催を通し、職員のスキルアップや各種サービスの見直しを行い、緊急性の高いものから着手している。
	Ｂ
	昨年度実施した町内全域の保護者に対する子育てアンケートや保護者代表の方に多数参加していただいた幼保一体化推進会議の場においても保育園の延長保育時間（午後７時）と同様に放課後子ども育成教室の時間を延長して欲しいなどの要望が多数寄せられた。増大する利用児童による場所および指導員の確保などの問題がある。

小学校などの関係機関とも連携をとりながら少しでも要望に近づけるよう取り組んでいく。また、幼稚園・保育園は、同じ就学前教育であることから、保護者・子どもたちの目線に立った教育を全職員が行えるように、今まで以上の交流に取り組みたいと考える。
［子ども支援課］

	（２）子育てを支援する環境づくり②地域における子育て支援サービスの充実
	なかよし広場（さわやかホール・はしお元気村）に続き、子育て親子の交流促進を図る施設として、マミつどいの広場を香芝市との協議により平成28年４月から利用できるようにした。
	Ｂ
	地域全体で子どもを育てる意識づくりや地域の子育て活動への支援など、子育て家庭を地域のみんなで支える取り組みを進めて行く必要がある。
［子ども支援課］

	（２）子育てを支援する環境づくり③男女がともに仕事と生活の両立を実現できる環境づくり
	初めての出産となる妊婦及び夫を対象としたパパママクラスを実施し、「助産師による講義」や「沐浴体験」、「妊婦体験」を通して、男性の育児参加を促す学習機会を提供している。
	Ａ
	今後も学習機会を更に充実させ、男女がともに仕事と生活の両立を実現できる環境づくりに努める。
［子ども支援課］

	（２）子育てを支援する環境づくり④子育てを支援する団体との連携及び育成
	地域子育て支援拠点事業としてのなかよし広場は、民生児童委員協議会、民生児童委員協議会ＯＢ会、婦人会、ボランティアグループ、更生保護女性会等の団体からの協力を得て運営している。
	Ｂ
	核家族化の進行や地域のつながりの希薄化により、祖父母や近隣住民等から子育ての支援や協力を得ることが困難な状況となっていることから、町民・地域・企業・町が協働で、子どもの“育ち”を支える環境の整備に努める。
［子ども支援課］

	（２）子育てを支援する環境づくり⑤経済的支援
	平成24年８月より、中学卒業までの子どもへの医療費（通院・入院）の助成を開始し、子育て家庭の経済的支援を図った。
	Ａ
	奈良県が平成28年８月から中学卒業までの通院助成を行うことから、県内市町村は同レベル以上の制度運営を行うこととなる。広陵町は既に０歳～中学卒業までの通院・入院を助成し、所得制限も行っていない。また、通院の一部負担金については、500円としていることから、高水準の制度運営を行っている。
町の財政力に鑑みて充足したものであることから、今後は国、県への更なる制度の充実に向けた働きかけを行っていく。
［保険年金課］

	（３）教育環境・生活環境等の整備
	子育て支援の一環として、保護者の就労を問わずに放課後子ども育成教室の利用を受け入れることで、様々な家庭のニーズに対応し、放課後に児童が安心して過ごすことのできる居場所を提供している。
また、子どもの交通安全・防犯対策の充実のために、交通指導員による交通指導や香芝警察署から講師を招いての防犯対策の講習などを実施している。
	Ｂ
	放課後子ども育成教室の利用人数において学校区により大きな差があるため、いずれの学校区に居住していても児童が快適に利用できるよう、改善に努めていく。

［子ども支援課］

	（４）要保護児童等へのきめ細かな支援
	児童虐待のリスク管理の徹底と家庭へのきめ細かな支援ができるよう、平成27年度より、要保護児童対策地域協議会の代表者会議に続き実務者会議を設定し、個別ケース会議を含めての三層構造の進行会議に変更した。
また、虐待防止の啓発事業として講演会を実施したほか、ショートステイ事業については、新たに２箇所の事業所と契約し、利用しやすいようにした。
	Ｂ
	町内には３世代、４世代同居での子育て観の違いによるストレスを抱えているケースや近所づきあいや親からの支援もない孤立した育児環境での不安を抱えたケースも多いことから、今後、「虐待は最重度の子育て困難である」と捉え、妊娠期から就学前にかけての子育て家庭の支援制度の更なる充実が必要であり、地域ぐるみの子育てネットワークの環境整備も充実させる必要がある。
［子ども支援課］


３　高齢者支援の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）高齢者支援推進体制の充実①高齢者支援推進体制の充実
	介護保険事業計画の見直し時期（第６期計画：平成27年度～）でもあり、介護保険制度・福祉制度やサービス内容の周知を行うことができた。
また認定調査体制の充実、サービス提供拠点である地域包括支援センターの機能強化など、高齢者支援推進体制の充実については現在内容の検討を図っている。
	Ｂ
	介護保険法の改正があり、地域の実情に応じた内容の事業の実施を検討している。
介護保険制度・福祉制度やサービス内容の周知については、継続して行う必要がある。
［介護福祉課］

	（１）高齢者支援推進体制の充実②計画の見直し
	実情に即した施策・事業を計画的に推進するため、介護保険事業計画及び高齢者福祉計画の見直しを平成26年度に行い、平成27年度から第６期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画に基づいて事業を実施している。
	Ａ
	介護保険法の改正が行われている中で、地域の実情に即した施策・事業を計画的に推進するため、介護保険事業計画及び高齢者福祉計画の見直しを３年ごとに行う。
［介護福祉課］

	（２）介護予防の推進
	高齢者ができるだけ要介護状態にならないように、一般高齢者及び要支援・要介護になるおそれのある高齢者を対象とした介護予防対策として、地域支援事業（介護予防事業、包括的支援事業、任意事業）の推進を図った。特に、元気な高齢者を増やすため、町民が主体的に活動できるように介護予防事業を重点的に推進した。
	Ａ
	町民に主体的に介護予防に取り組んでもらうために、介護予防リーダーの養成講座を実施しており、そのリーダーを中心として、町民が歩いて行けるところに集いの場づくりの展開を検討している。
［介護福祉課］

	（３）認知症対策の推進
	認知症についての正しい知識等を普及啓発する『認知症サポーター養成講座』を21回開催、計614人に受講してもらい、町民等に認知症についての理解を深めてもらった。また、平成25年１月より徘徊高齢者等を早期発見するたために『徘徊ＳＯＳネットワーク』を設置、町内の医療機関、福祉事業所、スーパー、郵便局、銀行等60箇所に登録してもらい、関係機関との連携強化を図った。
	Ａ
	認知症についての普及啓発、関係機関との連携が一定程度進んだことで、地域包括支援センターに相談してもらえるケースは増えている。しかし、相談を受けた時点でかなり認知症が進行しており、困難事例化していることも多々あるので、医療機関と連携し、早期発見・早期対応するために『認知症初期集中支援チーム』の設置を検討している。
［介護福祉課］

	（４）生活支援体制の充実
	高齢者の軽度な日常生活の援助を行う軽度生活援助事業や、緊急通報装置設置事業などの福祉サービスの提供を図ることで、在宅での自立生活を支援している。
家族介護者の負担軽減につながるよう、継続した事業展開を推進。
	Ｂ
	介護保険法が改正され、日常生活支援総合事業の移行に伴い、既存事業の見直しを行い、協議体の設置、生活支援コーディネーターの設置など生活支援体制の充実を図る。
［介護福祉課］

	（５）高齢者の生きがいづくり①社会参加の促進
	高齢者が生きがいを持って充実した生活を送り、積極的に社会参加することができるよう、老人クラブ活動の支援やシルバー人材センターの充実促進を図れた。
敬老事業においては、高齢者人口の増加により、一部の事業の見直しを図った。
	Ｂ
	高齢化社会が急速に進んでいく中で、高齢者が生きがいを持って充実した生活を送るため、また積極的に社会参加することができるよう、老人クラブ活動の支援や地域のサロン支援、シルバー人材センターの充実促進を図る。
［介護福祉課］

	（５）高齢者の生きがいづくり②生涯学習や文化活動の機会と場の提供
	高齢者が気軽に趣味や学習を楽しめるよう、生涯学習や文化活動の機会と場の提供を図っている。
介護予防出前講座の活用促進を図っている。
	Ａ
	高齢化社会が急速に進んでいく中で、高齢者が気軽に趣味や学習を楽しみながら生活が送れるよう、地域でのサロン等の支援として、出前講座の活用促進を図る。
［介護福祉課］

	（５）高齢者の生きがいづくり③スポーツ活動への参加促進
	健康的な生活の維持を目的として、パークゴルフをはじめ、グラウンドゴルフやゲートボールなどのスポーツ活動への参加を老人クラブを中心に促進している。
	Ｂ
	健康的な生活の維持を目的として、パークゴルフをはじめ、グラウンドゴルフやゲートボールなどのスポーツ活動への参加促進は継続的に行っていく必要がある。
老人クラブを中心にスポーツ活動等の積極的参加を啓発していく。
［介護福祉課］

	（６）介護保険サービスの提供
	各種介護サービスを提供する事業所の数は、平成28年度目標値を超える45事業所となり、利用者の利用実績やニーズを勘案したサービス提供体制の充実を図った。
	Ｂ
	各種サービスにおいて、特に問題なく機能しているが、各事業所の提供サービスをみると、訪問看護や訪問リハビリテーションなど医療系の介護サービスを提供する事業所が本町は少ないと思われる。
退院が早くなったことにより、在宅療養・リハビリテーションの必要性が高まると予測され、それに対するサービスを充実させるために、医療と介護の連携の強化が必要であると考える。
［介護福祉課］


４　障がい者支援の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）障がい者支援推進体制の充実①障がい者支援推進体制の充実
	担当職員が障がい支援区分認定調査員研修を受講した上で、障がい者の心身の状態に応じた支援の度合いを調査し、必要とされるサービスが利用できるよう支援している。
また、障がい者自立支援協議会において情報共有を行うことで関係機関・団体相互の連携強化を図り、課題検討することによって支援推進体制の充実を図っている。
	Ｂ
	特定・委託相談支援事業所との連携を強化し、制度やサービス内容について相談しやすい体制を整える。
また、ホームページに障がい者自立支援協議会の活動内容を掲載し、検討内容や連携体制を公表していく。
［社会福祉課］

	（１）障がい者支援推進体制の充実②計画の見直し
	「第３期障がい福祉計画」（平成24年度～平成26年度）を見直し、「第４期広陵町障がい福祉計画」（平成27年度～平成29年度）を策定し、計画をもとに障がい者支援を推進している。
	Ａ
	策定した計画が適正に遂行できているか、定期的に実施状況を振り返り、必要であれば見直しを行う。
［社会福祉課］

	（２）理解と協力の拡大
	広陵町総合保健福祉会館では、町内にある障がい者のための通所事業所において授産品（訓練などを目的として制作された商品）の販売を行い、広く町民にふれあう機会を持つようにしている。
また、総合保健福祉会館に見学に来る小学生に対し、バリアフリーの意味の説明を行い、理解を求めている。
	Ｂ
	さらなる町民の理解を深めるべく、広報・ホームページ等を利用し、啓発活動を行っていく。
また、町民が集う場に障がい者も参加しやすくし、自然に交流できるよう環境を整えていく。
広陵町総合保健福祉会館で行っている授産品の販売について、販売場所の変更や、町内の通所事業所の合同実施による授産品の充実化を図り、より多くの町民にふれあえる機会を設ける。
［社会福祉課］

	（３）障がい児保育・教育の充実
	町立保育園や町立幼稚園については、支援の必要な児童の状況に応じ、保育士及び幼稚園教諭の配置を行っている。
また、小学校就学に向けた進路相談についても夏期に実施するとともに、就学先小学校と引き継ぎを行い、支援の切れ目が生じないようにしている。
	Ａ
	支援が必要な児童に対応できるよう、保育士及び幼稚園教諭を確保していくことが必要となる。
［社会福祉課］

	（４）情報の提供と相談の充実
	障がい福祉の概要をまとめた「障がい者福祉の案内」を作成し、手帳取得時等に配布・説明している。
また、指定特定相談支援事業所等と連携し、相談支援体制の充実に努めている。
	Ｂ
	今後も障がい者やその家族が必要な情報を容易に入手できるように、広報やホームページなどの各種媒体を活用し、相談窓口の周知を継続する。
また、適宜、障がい福祉サービス等の配布資料の内容の充実を図る。
［社会福祉課］

	（５）健康づくりの充実
	乳幼児の定期検診や高齢者に対する健康診断等を通じ、定期的な状態の変化を捉えることで、適切な医療につながるよう促すと同時に、自立支援医療等の医療費助成についても案内している。
また、関係部署と情報を共有することにより医療以外の支援にもつながるよう相談・指導体制を整えることで、身体だけでなく、精神的負担の軽減も図っている。
	Ａ
	支援の対象を本人だけでなく家族にも視点を当て、相談時に問題点を着実に抽出できるよう努める。
また、必要に応じて本人や家族、関係部署が参加できるケース会議を開催することで、問題や意見を集約し、問題を早期に解決することで精神的負担の軽減、支援体制の強化に取り組む。

［社会福祉課］

	（６）生活支援の充実①訪問系サービスの提供体制の充実
	指定特定相談支援事業所が、地域において自立した生活を送ることを目的とした計画を作成し、サービス提供を行っている。
また、サービス提供が計画に基づき実施されているか、町が定期的に点検している。
	Ｂ
	計画作成を行う指定特定相談支援事業所や町の委託相談支援事業所との意見交換の場を設け、担当者のさらなるレベルアップを図っていく。

［社会福祉課］

	（６）生活支援の充実②福祉機器の利用に関する支援
	障がいのある人の「日常生活における困難の改善」及び「社会参加の促進」のため、利用申請があった際には速やかに用具の給付の必要性を判定し、適切に交付・給付を行っている。
特に日常生活用具においては消耗品も多いことから、途絶えることなく継続的に利用できるよう、余裕を持って申請勧奨を行い、給付を行っている。
	Ａ
	今後も、申請された福祉用具が身体の状況や障がいの程度に合ったものであるか精査するため、関係機関と連携を密にする。
また、職員の知識向上に努めていく。

［社会福祉課］

	（６）生活支援の充実③各種年金・手当の支給
	障がい者手帳が交付された際、町で実施している「福祉年金」の対象となった人に、申請を勧奨し支給している。
また、特別障がい者手当・障がい児福祉手当についても、手帳交付時等に申請可能な手当がないか確認を行い、該当の可能性があると判断した場合は、漏れがないように申請を促し、経済的負担の軽減に努めている。
	Ａ
	障がいの度合いや生活状況に応じて、他の部署が所管する手当等も案内できるよう、関係部署と連携し、支給要件など制度に関する必要な情報を提供していく。

［社会福祉課］

	（７）就労と社会参加の拡大①障がい者の雇用促進
	障がい者自立支援協議会の就労支援部会において、関係機関との連携や情報共有を行い、課題について協議している。
また、養護学校の生徒の職場実習を受け入れることにより、働くことへの意欲向上や、本人の得意とする業務の発掘に協力している。
	Ｂ
	一般企業への啓発のあり方を検討し、積極的な啓発活動を実施していく。

［社会福祉課］

	（７）就労と社会参加の拡大②日中活動系サービスの提供体制の充実
	本人の希望にそって作成された利用計画をもとに適正な支給決定を行っている。
サービス提供が途切れることがないよう更新勧奨を行うとともに、養護学校等の生徒には卒業後の日中活動について、在学中から利用の意向確認を行っている。
	Ａ
	サービス内容の周知や案内をより充実させ、利用促進を図る。
特に、養護学校等の生徒には、早期に本人や学校、支援者も交えて協議を行い、卒業後の日中活動について検討を促す。
［社会福祉課］

	（７）就労と社会参加の拡大③生涯学習や文化・スポーツ活動の機会と場の提供
	奈良県障がい者スポーツ協会主催の障がい者スポーツ大会や各種イベント、奈良県心身障がい者福祉センターが実施している教室等を「広報こうりょう」、窓口対応時、障がい者の自主グループを通して、情報提供や参加啓発、申し込みの取りまとめ、相談を行っている。
また、全国障がい者スポーツ大会の出場者には激励金を支給している。
	Ａ
	今後も引き続き、スポーツ大会や各種イベントの情報提供、参加啓発、相談等を継続していく。
［社会福祉課］

	（８）住みよいまちづくりの推進
	平成24年12月に「広陵町移動等円滑化のために必要な町道の構造に関する基準を定める条例」を定め、道路新設及び拡幅工事の際には、条例に基づき段差の少ない歩道の整備等を行っている。
障がい者の防災・防犯対策については、要援護者名簿の整備等を行っている。
	Ｃ
	幹線道路などでは障がい者の利用しやすい環境が整えられつつあるが、村落地域では幅員が狭く、歩道と車道の区別がないため、危険な道路が多い。
また、障がい者の防災・防犯対策については、障がいのある人が被災した場合に必要となる防災備蓄品の整備方法について、先進地事例をもとに検討していく。
［社会福祉課］

	（９）自立支援給付の実施と地域生活支援事業の推進
	障がい福祉サービスについては、利用基準に則しつつ、当事者や支援者の意向、個々の状況に応じて柔軟に支給決定を行っている。
また、移動支援などの地域生活支援事業については、利用期間終了前に更新勧奨を行い、利用の促進に努めている。
	Ａ
	法を遵守しながら、今後もさらなる利用促進のための啓発を行っていく。
また、当事者や支援者のニーズに合わせ、要綱の見直しを検討していく。
［社会福祉課］


５　地域福祉の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）福祉サービスを利用しやすい環境づくり
	総合保健福祉会館を福祉・保健の中心として施策の展開を行っており、関係機関との連携をとることによって、対象者に対する最善の方策を講じるよう努めている。
また、社会福祉協議会が行う地域福祉権利擁護事業を活用し、福祉サービスの利用等に関する支援を行っている。
	Ｂ
	関係機関と連携を図っているものの、個人情報保護の観点から情報提供が困難な場合がある。
情報提供体制のさらなる整備と、福祉サービスや権利擁護等におけるニーズや対象者の把握に努めていく。
［社会福祉課］

	（２）地域福祉を支える多様な担い手の育成①福祉関係団体等の活動支援
	社会福祉協議会の活動及び地域福祉相談員の設置費に対し、運営補助を行っている。
また、民生・児童委員の研修等に対し、各種支援を行っている。
	Ｂ
	町内にあるボランティア団体、ＮＰＯ法人のニーズを把握し、必要な助言を行うとともに、活動しやすい環境を整えていく。
［社会福祉課］

	（２）地域福祉を支える多様な担い手の育成②地域福祉活動への参加促進とボランティアの育成・確保
	手話奉仕員養成講座などの研修会や講習会について、広報・ポスターなどを利用し周知を行ったが、参加者はあまり多くなかった。
	Ｄ
	ホームページやＳＮＳなど時代に合ったＰＲ方法を検討していく。
また、社会福祉協議会と連携し、ボランティアを育成する体制づくりを進めていく。
［社会福祉課］

	（３）支え合い助け合う地域づくり
	いきいきサロンについては、計画期間内に５箇所増え、現在10箇所で開催している。
また、平成27年度から社会福祉協議会が地域福祉委員を選任し、６地区14名の人が様々な地域活動を行っている。
	Ｂ
	今後は全大字・自治区において地域福祉委員が選任できるよう社会福祉協議会を支援していくとともに、各種団体のネットワーク構築方法を検討していく。
［社会福祉課］

	（４）バリアフリー化、ユニバーサル・デザイン化の推進
	総合保健福祉会館（さわやかホール）は、段差が少なく、高齢者や障がい者、幼児など利用者の負担を軽減する環境になっている。
	Ｃ
	多くの公共施設の老朽化が問題視されており、ハード面においては現代のニーズに合っていないところもみられるため、新改築時には、すべての人が利用しやすい施設となるようなユニバーサル・デザイン化を推進する。
［社会福祉課］


６　社会保障の適正運用
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）国民健康保険制度の健全運営①医療費の抑制
	平成25年度に特定健診等実施計画を策定し、特定健康診査・特定保健指導の実施目標値を設定し、電話、訪問による未受診者への受診勧奨等を行い、受診率向上に努めた。また、医療費通知やジェネリック医薬品利用の差額通知を行い、レセプト点検調査を実施し、医療費の抑制を図った。
	Ｂ
	第１期データヘルス計画を策定し、特定健康診査の受診率向上、特定保健指導の実施率向上と、予防事業の充実を図るとともに、レセプト点検調査を実施し、適正受診を促進することにより、医療費の抑制を図っていく。
［保険年金課］

	（１）国民健康保険制度の健全運営②収納率の向上
	毎年、税率を精査し、所得の適正把握や未申告者への申告勧奨を行い適正な課税事務に努めた。また、関係法令に基づき、滞納整理を進め、コンビニ納付等を活用し、期限内納付を促進し、収納強化を図り、収納率向上に努めた。
	Ａ
	今後も適正税率の設定、適正課税を図り、きめ細かい納税相談を行い、収納率向上に努める。
［保険年金課］

	（１）国民健康保険制度の健全運営③制度に関する広報・啓発活動や円滑な運営
	制度改正時に広報紙等の掲載や対象者の案内など広報・啓発活動に努めた。
	Ｂ
	制度改正等について大変複雑となっていることから、今後もわかりやすい広報や窓口での説明に努める。
［保険年金課］

	（２）国民年金制度の周知徹底
	毎月、広報紙に関連記事の掲載を行った。また、日本年金機構から提供される情報の周知に努めた。
	Ａ
	日本年金機構と連携・協力し、スムーズな窓口対応を行う。
［保険年金課］

	（３）低所得者福祉の推進
	民生児童委員や関係機関と連携し、低所得者の困窮の要因となっている事項の解消や自立の促進、生活向上のための相談や指導を行っている。
生活保護についても、対象者の実態を把握し、実施機関である中和福祉事務所と情報を共有することによって適正な事務執行に努めている。
	Ｂ
	今後は、生活困窮者自立支援制度に基づき行われている県の事業をさらに有効活用し、情報共有や連携強化を図った上で、生活困窮者の生活をサポートする体制を整えるよう努める。
［社会福祉課］


３　第３章　文化の薫り高いまちづくり
１　学校教育の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）学校施設・設備の整備充実①幼稚園施設の整備
	学識経験者、区長・自治会長会の代表、幼稚園・保育園代表の園長、各園保護者代表、公募委員による広陵町幼保一体化推進会議を設置し、幼保一体化に関する様々な意見をもらった。
これらの意見を踏まえ、平成28年３月に広陵町幼保一体化総合計画を策定した。広陵北小学校区において広陵町として初めての認定こども園を平成30年４月開園に向けて事業を進めている。
また、町内各施設に対し、今後どのような施設が望ましいのかというような施設整備、適正配置など長期にわたる整備計画を組んだ。
	Ａ
	幼保一体化総合計画に基づき、幼稚園・保育園の再編計画として今後10年を目途に、随時幼保連携型認定こども園化を図っていく予定である。広陵北小学校区は平成30年度に、広陵西小学校区は平成33年度に、広陵東小学校区は平成36年度に移行していく。真美ヶ丘第一小学校区、真美ヶ丘第二小学校区については、平成33年度に幼稚園型とし、地域の実情に鑑みながら、いずれは幼保連携型に移行できればと今後もさらに検討を重ねていく。
子ども支援、保護者支援に即した機能充実も各園では早急に図っていきたいと考えている。
［認定こども園準備室］

	（１）学校施設・設備の整備充実②小・中学校施設の整備
	真美ヶ丘第一小学校については大規模改修を実施、真美ヶ丘第二小学校についてはプール老朽化のため、平成27年度に実施設計を行い平成28年度に工事を行う予定である。
町内の全小・中学校において耐震化工事は済んでいるが、長寿命化対策を行う必要のある学校はあるので、対策検討は継続して実施していく。
	Ｂ
	広陵西小学校の建て替え、真美ヶ丘中学校及び真美ヶ丘第二小学校の長寿命化対策については、今後検討をすすめていく必要がある。
［教育総務課］

	（１）学校施設・設備の整備充実③設備や教材・教具の整備充実
	平成24年度に小学校パソコン教室のパソコン入れ替え実施、平成27年度に中学校パソコン教室のパソコン入れ替えを実施した。
また、各学校の図書室に設置されている図書室パソコンについても、全校に設置することができた。
	Ａ
	教育の情報化のさらなる推進に向けて、校内ＬＡＮやタブレットの整備を検討する必要がある。
［教育総務課］

	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進①幼稚園の教育内容の充実
	保護者の多様化するニーズに応えるため、幼稚園においても預かり保育を実施するなど、子どもたちを取り巻く環境も少しずつ変容してきている。一人ひとりを大切にする保育・教育を展開する中で、主体的な遊びを十分取り入れ、自ら考える力を生み出すことにより、さらなる発達を促し、スムーズな進級、就学へとつなげていけるような連続性を持てるよう努めてきた。
	Ｂ
	広陵町幼保一体化総合計画が策定されたことから、さらに質の高い保育・教育を目指して、今までの各園の独自性、地域性を考慮しながら、いずれの園に通園しても同じ教育・保育を受けられるよう広陵町就学前教育統一カリキュラムを作成していく。
［子ども支援課］

	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進②児童・生徒の実態や課題に応じた指導方法・教育内容の工夫・改善
	小学校入学時や進級時に戸惑いや不安を生じさせないように、保・幼・小の行事体験等の交流活動を実施し、連携強化に努めてきた。現在実施されている全国学力・学習状況調査及び奈良県学力・学習状況調査の結果を毎年考察し、各学校での課題を明確にし、課題克服の取り組みを進めている。また、教職員に対する指導力を高める研修等の取り組みも実施している。
	Ｂ
	全国学力・学習状況調査及び奈良県学力・学習状況調査の結果については、広陵町全体平均として全国平均及び県平均を上回っているが、各学校に応じた課題があり、生活習慣の改善やさらなる学力向上に向けて取り組んでいるところである。

［教育総務課］

	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進③特色ある教育活動の推進
	平成20年度から畿央大学の学生が、幼稚園・小学校・中学校へインターンシップとして支援を必要とする園児・児童・生徒の補助をしたり、学習支援をする活動を行っている。インターンシップとして支援をする学生の人数は減少してきているが、毎年、大学から希望調査があり、町として連携を図っているところである。
	Ｂ
	インターンシップ開始当初は、幼稚園・学校からの希望が多く、全体として20人を超える学生が活動していた。しかし、大学の前期・後期で学生の時間割が変わるため、前期は支援に来ていた曜日や時間帯に後期はほとんど来ることができなくなり、そのような事情から現在では学校からの希望が激減している現状にある。
［教育総務課］

	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進④社会変化に対応した教育の充実
	外国語教育については、小学校５・６年生は週３時間の学習があり、町で２名のＡＬＴを雇用し外国語指導助手として、担任とともに指導に当たっている。中学校では、１名のＡＬＴが月ごとの指導を行っている。防災教育につては、学期ごとの避難訓練とともに、小学校では災害発生時に保護者が子どもを連れて帰る訓練として引き渡し訓練も実施している。
	Ｂ
	阪神淡路大震災や東日本大震災、熊本地震と大きな被害が出ている現状の中で、学期に１回だけでの避難訓練では子どもたちに十分な避難方法を体得させることが困難な状況である。今後は、月に１回程度の避難訓練ができるよう、事前に年間計画等を検討するなど対策が必要となってくる。
また、情報教育に伴うＩＣＴ関連整備が進んでいないことから奈良県とも協力し取り組んでいかなければならない状況である。
［教育総務課］

	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑤豊かな人間性の育成
	「子どもの相談員」については、町内５つの小学校において、週に２回午前中に相談員を配置して相談活動を行っている。スクールカウンセラーの配置については、小・中学生とその保護者を対象とした「心の相談室」が町内２つの中学校で月に１回開設されている。また、３歳児から中学生とその保護者を対象とした「まなびの相談室」が広陵中学校において月に１回開設されており、ともに町費負担のスクールカウンセラーにより実施されている。教育委員会には臨床心理士の資格を持った職員が勤務しており、毎週１回２つの中学校に出向き予約された相談者の相談に乗る活動を行っている。
	Ａ
	いじめや不登校等の原因と考えられる心の問題は、多種多様で幅広くかつ奥深いことから、今以上の相談・指導の充実が望まれる。
［学校支援室］

	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑥子どもの読書活動の促進
	平成24年11月から学校図書室へ図書館司書を支援スタッフとして配置することにより、児童・生徒の読書に対する関心意欲が高まった。平成27年度には「広陵町子ども読書活動推進計画」を改訂し、「読書通帳」を町内小・中学校の全児童・生徒に配布した。また、幼稚園、小学校、放課後子ども育成クラブ等へ読み聞かせ、ブックトーク、本の貸し出し等を行い、読書活動の促進を図った。
	Ａ
	学校支援スタッフについて現在の配置状況の改善を行い、より学校図書室利用の促進を図り、学校との連携強化に努める。
［教育総務課］

	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑦たくましい心身の育成
	体力向上のための具体的方法を網羅している体力向上プラニングシートを作成し、体育・保健授業の充実を図っている。これは、学習の流れを生徒が理解し、円滑に授業を受けられ、指導者にとっても、生徒に対して円滑に指導を進められるメリットがある。また、専門種目でない部活動顧問のために、外部から専門家を招き、部活動の充実を図っている。さらに、体力向上委員会も設置している。
給食体制の充実では、中学校給食を平成28年９月開始に向けて準備を進めている。
	Ｂ
	中学校給食における運用面の整備が必要となっており、さらなる努力が必要である。
［教育総務課］

	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑧食育推進計画に基づく成長支援
	平成27年度においては、小学校給食の献立に「奈良の日」を設け、奈良県産の食材を使った給食を、年間６回実施した。「奈良の日」には、食材についての指導を行い、県内の産地や食材の特徴等について学習している。また、「広陵の日」も設け、町内産の食材を使用したメニューを取り入れ、町内の農産物についての理解も深めている。
	Ｂ
	平成28年度からも月１回程度、小学校給食において「奈良の日」を設け、その食材を通して食育を推進している。「広陵の日」も引き続き実施し、中学校給食についても、香芝市と協議し実施していく予定である。　

今後は、作付けからの検討等も含めた食材調達方法も課題となっている。
［教育総務課］

	（２）「生きる力」を育む教育活動の推進⑨特別支援教育の充実
	児童・生徒の育ちの状況に即した教育支援を行えるように、毎年７月下旬前後に就学相談を実施するとともに、町立小学校・中学校に町独自で特別支援教育の支援スタッフを配置し、児童・生徒に応じた個別の支援を実施できるようにしている。
	Ａ
	国の特別支援教育施策の同行を注視しつつ、児童・生徒の育ちに応じた教育支援が受けられるよう、町独自の特別支援教育の支援スタッフを効果的に配置していく。

就学前から効果的な支援を行えるよう、幼稚園・小学校・中学校と継続的に子どもの育ちを支援できる体制を検討整備していく。
［学校支援室］

	（３）教職員の資質の向上
	町が主催する教育講演会には、教職員の資質向上を図るための講師を招き、日々の実践に生かせるような講演内容を依頼している。また、校内で実施される公開授業や研修会に指導主事が参加し、授業や取り組みに対して指導助言を行って教職員の力量を高めるように努めている。
	Ｂ
	各学校の授業研修や校内研修には十分参加できておらず、平成28年度からは、教育アドバイザーを新たに雇用し、各学校に指導主事が参加することを周知し、積極的な取り組みを行っていく予定である。
［学校支援室］

	（４）開かれた、信頼される学校づくり
	学校地域パートナーシップ事業に基づき、町のボランティアに登録してもらった人々に各学校のコーディネーターが連絡調整し、学校が要する支援を依頼してもらっている。特に家庭科の実技指導援助や図書室支援、低学年の校区探検の付き添いなど、多岐にわたって支援をしてもらっており、学校理解にもつながっているところである。
	Ａ
	様々な場面でボランティアの人に支援をしてもらっているが、さらに多くの支援をしてもらえるよう学校が支援内容を検討する必要がある。
ボランティアとして登録してもらった人々に、できるだけたくさん学校へ出向いてもらえるよう、コーディネーターとの連携を深めていく取り組みが必要である。
［教育総務課］


２　生涯学習の推進
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）生涯学習関連施設の適正管理・有効活用①生涯学習関連施設の適正管理・有効活用
	中央公民館の安全な維持管理に努めるため、修繕計画及び備品購入計画を立て安全な施設運営を行っている。
	Ｂ
	行政サービスに努めながら、公民館施設の維持管理経費の削減と計画的な改修による施設の延命化を進める。
［中央公民館］

	（１）生涯学習関連施設の適正管理・有効活用②（仮称）歴史文化会館の整備検討
	複合の社会教育施設ではなく、単独の歴史資料館の整備について平成26年度に歴史資料館整備検討委員会を組織して、歴史資料館のあり方について審議してもらった。平成27年度末には建築・展示にかかわる基本設計書と整備方針について意見をもらった。
	Ｃ
	後期基本計画期間中に歴史資料館の建築に向けて、財源確保、人的配置等諸条件の整備を進める。
［文化財保存課］

	（２）生涯学習の啓発・情報提供
	各世代の学習ニーズに即した講座・教室の開催等について、町の広報紙やホームページを活用して、きめ細かな情報提供を行った。
	Ｂ
	より多くの町民に、生涯学習に関する情報を得てもらうために、行政が持つツール以外の情報提供方法を工夫する必要がある。

［生涯学習課］

	（３）特色ある講座・教室の開催
	中央公民館の年間事業計画に基づいた講座、各教室を開催している。また、日本の伝統文化や芸術を直接ふれ体験できる「参加体験型教室」を文化祭開催期間中に実施している。
	Ａ
	より多くの人に参加してもらうため、町広報の紙面の工夫や周知方法の新たな確立が必要である。

今後も引き続き、町民の要望に応える教養講座を実施していく。

［中央公民館］

	（４）指導者の育成・確保と活用
	登録ボランティアの力を得て、様々なかたちで小学校に対し協力をしてもらっており、同時に希薄になりがちな地域のつながりを醸成した。
	Ｃ
	現在のところ、町内小学校を支援する登録ボランティアであり、今後どのような人を対象として支援していくボランティアをつくっていくかが課題である。

［生涯学習課］

	（５）地域における学習活動の促進
	学習活動については、広く町民全体を対象にするとの観点から、中央公民館での教室・講座が中心となっており、地域での学習等への支援には至っていない。
	Ｅ
	近隣自治体の状況調査に加えて、公民館・集会所のあり方について再考が必要だと考える。
介護福祉・子育て支援等の担当課とも連携しながら、生涯学習施設の適正管理を進める必要がある。

［生涯学習課］

	（６）関係団体の育成
	文化協会、婦人会、ボーイスカウト、ガールスカウト、広陵金明太鼓保存会、青少年健全育成協議会等の社会教育団体に補助を行い、自発的な活動の支援を図っている。
	Ａ
	今後とも、適正な補助と活動支援を行う。

［生涯学習課］

	（７）図書館の充実①生涯学習拠点としての機能強化及び利用促進
	空調設備の改修をはじめとした施設の整備を行うとともに、常に新鮮な図書を提供し、レファレンスに役立つ資料の収集に努めた。
図書館講座においては利用する人が興味を持つような内容を企画し、図書館利用を促進した。
	Ａ
	施設の整備においては、引き続き快適な読書環境を提供できるよう整備に努め、蔵書の充実も経常的に行う。

図書館利用の難しい町民に向け、利用を促進できるサービスを検討していく必要がある。

［図書館］

	（７）図書館の充実②子どもの読書活動の促進
	年１回の学校図書室担当教諭との連絡会議を継続するとともに、平成24年11月から学校図書室へ支援スタッフを配置することにより、学校との連携を強化した。
平成27年度には「広陵町子ども読書活動推進計画」を改訂し、「読書通帳」を町内小・中学校の全児童・生徒に配布した。また、幼稚園・小学校・児童育成クラブ等へ読み聞かせ、ブックトーク、本の貸出等行い、読書活動の促進を図った。
	Ａ
	学校支援スタッフについて、現在の配置状況の改善を行い、より学校図書室利用の促進を図り、学校との連携強化に努める。
保育園や中学校等、利用の少ない機関への働きかけを行い、読み聞かせ等利用を促進する。
［図書館］


３　スポーツの振興
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）地方スポーツ推進計画の策定
	地方スポーツ推進計画は未策定であり、検討中である。
	Ｅ
	年齢や性別、障がい等を問わず､広く人々が､スポーツに参画することができる環境を整備する。
［スポーツ振興課］

	（２）スポーツ施設の適正管理・有効活用
	町内の各スポーツ施設については、随時、適切な管理及び改修を行っている。
例えば、平成26年度より各体育館照明のＬＥＤ化や体育館の床面改修を随時実施している。
	Ｂ
	今後も、利用者の安全確保や利用促進を踏まえた改修等を行い、利用者である町民のニーズを把握した上で実施していく。
［スポーツ振興課］

	（３）スポーツ団体・指導者の育成①スポーツ団体・サークルの育成
	体育協会を中心とする数多くの団体やスポーツ少年団が各体育館、運動場、テニスコートをはじめとするスポーツ施設を利用し､活発なスポーツ活動を展開している。
町・郡・県体育協会主催の各種大会だけでなく、年２回の歩け歩こう会、スポーツ少年団のキャンプ、スキー活動などのイベントなども実施することで、人と人とのコミュニケーションづくりを推進している。
	Ｂ
	既存団体のさらなる育成や町民の多岐にわたるスポーツの振興を図っていく手助けを行っていく。

［スポーツ振興課］

	（３）スポーツ団体・指導者の育成②総合型地域スポーツクラブの設立検討
	平成24年４月に設立準備委員会を設置し、各種研修への参加、先進施設への視察等の約２年間の準備期間を経て、平成26年２月に総合型地域スポーツクラブ『広陵ステーションプラス１クラブ』を設立した。
これにより、地域住民が主体的に運営するクラブとしてスポーツ活動を行っている。
	Ａ
	『広陵ステーションプラス１クラブ』の内容充実を図っていく。
子どもから高齢者まで、気軽にスポーツに親しむことができる環境を整備・改善し、町民の生涯スポーツの振興を通じて、青少年の健全育成や健康・体力の保持増進及び町民とともに良いまちづくりに貢献していきたい。
［スポーツ振興課］

	（３）スポーツ団体・指導者の育成③指導者の育成・確保
	スポーツ推進委員は、県や各市町村などで実施されている研修会や会議に積極的に参加し、町民に、指導・助言ができるよう、必要な知識と技術の習得に努めるなどの活動をしている。
主な活動としては、教育委員会が開催する大会の運営協力（町民体育祭・マラソン大会）、総合型地域スポーツクラブ『広陵ステーションプラス１クラブ』とニュースポーツ大会の開催（軽スポーツふれあいフェスタ）や企画・運営をしており、毎年、広陵かぐや姫まつりでは『成人男女対象体力測定ブース』を出展している。
	Ｂ
	スポーツ推進委員のさらなる資質向上を図り、町レベル・地区レベルでの軽スポーツの振興やスポーツサークルの育成等を進めていく。

［スポーツ振興課］

	（４）多様なスポーツ活動の普及促進①スポーツ意識の高揚
	スポーツ推進委員を中心にスポーツの実技指導、教育機関・行政機関・スポーツ団体その他の団体等が行うスポーツの行事または事業への協力、その他スポーツ振興のための指導及び助言などを通じてスポーツへの理解を深めるため啓発等を実施している。
また、平成27年度よりチャレンジデーに参加し、町民の運動・健康意識の向上を図っている。
	Ｂ
	町のホームページやフェイスブックなどの電子媒体をもっと有効活用し、利便性向上を図っていく。

チャレンジデーを実施することで、町民に運動習慣を身につけてもらえるよう啓発していきたい。
［スポーツ振興課］

	（４）多様なスポーツ活動の普及促進②スポーツ教室・大会の内容充実と気軽に親しめるスポーツの普及
	広陵町体育協会、総合型地域スポーツクラブ『広陵ステーションプラス１クラブ』、スポーツ推進委員の活動など各種団体との協力・相乗効果により、生涯スポーツの普及を図っている。
	Ｂ
	今後は、地域スポーツの振興（『広陵ステーションプラス１クラブ』の充実）や各種スポーツ団体への指導及び助言を行うことで、技術や体力の向上を図る。
［スポーツ振興課］

	（４）多様なスポーツ活動の普及促進③広域的な大会への参加促進
	全国大会への出場者に対して激励金を支給し、間接的に競技力の維持・向上に努めている。
	Ｃ
	競技力の維持・向上、競技スポーツの振興に向け、効果的な施策は実施しておらず、現在検討中である。
［スポーツ振興課］


４　文化芸術の振興と文化財の保存・活用
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）文化芸術団体・指導者の育成①文化芸術団体・サークルの育成
	文化芸術団体への補助金交付をはじめ、サークル育成のために公民館の使用を推進している。
また、毎年秋に行われる文化祭を通じ、文化協会の会員や町民を対象に文化展覧会の出展の募集をしており、日頃の研さんを発表する機会を提供し、文化活動の振興を図っている。
	Ａ
	より多くの町民に文化芸術活動に関心を持ってもらうため、団体等との連携を密にしながら活動の振興を図る。

［生涯学習課］

	（１）文化芸術団体・指導者の育成②指導者の育成・確保
	現在、文化芸術活動については、それぞれの状況に合わせて、自主的に研さんを積んでもらっているため、町が指導者を育成するには至っていない。
	Ｅ
	より一層文化芸術の振興を図るため、指導者確保に努める。

［生涯学習課］

	（２）文化芸術にふれる機会の充実①文化芸術を鑑賞・発表する機会の充実
	文化祭前に、文化協会をはじめ、文化祭に関係する各種団体を対象に、２回程度の会合を開催して文化祭の企画等について協議・発案してもらっている。
	Ａ
	平成29年度の秋には奈良県で第32回国民文化祭が開催されるため、既存の事業を拡大し、本町も文化振興の契機にしていきたい。
［生涯学習課］

	（２）文化芸術にふれる機会の充実②金明太鼓の活動・発表機会の充実
	町の補助団体である広陵金明太鼓保存会を組織して、練習場所の確保、出演依頼に関する事務等、活動の支援を行っている。
	Ａ
	鼓手の育成、発表機会の拡大に努める。

［生涯学習課］

	（３）文化財の保存・活用①文化財の保存・活用
	指定文化財の保存については所有者・管理者と協調しながら保存環境を整備している。
重要な文化財を新規指定し、ＳＮＳやホームページで広く一般に発信している。
	Ａ
	新指定文化財の指定を行うとともに、登録文化財制度の活用を検討する。
戸閉祭りなどの祭礼の保護は文化庁の「文化遺産を活かした地域活性化事業」を活用する。
［文化財保存課］

	（３）文化財の保存・活用②巣山古墳整備事業の推進
	巣山古墳整備事業は、平成12年度から平成34年度まで22年間に及ぶ長期計画で進めている。墳丘と外堤の護岸整備は全体計画の2/3が終了したが、平成27年度は国・県の財源不足により事業費の減額を余儀なくされた。
	Ｂ
	平成29年度以降は植栽や園路整備等で大規模な事業を予定しているが、文化庁予算や奈良県の財源不足により事業費の減額が予想されるため、他省庁の事業メニューとの組み合わせを考慮し、整備を推進していく。
［文化財保存課］

	（３）文化財の保存・活用③無形文化財の保存・伝承
	立山祭は地蔵盆の余興として受け継がれてきた伝統行事であり、広陵町指定無形民俗文化財に指定されており、その継承のため補助金を支出している。
綱打ちも無形民俗文化財に指定されているが、経費の掛からない正月行事のため、補助金は支出していない。
	Ｂ
	広瀬林口の八皇子神社では、数えで16歳になった子どもの元服式が行われる。「名替え」と呼ばれ、村の古老から、拝殿に集まった村人に紹介されて一人前の青年と認められる。今は、少子高齢化により、該当する子どもがいない年には行われないため、動画・画像として記録する必要がある。
［文化財保存課］

	（３）文化財の保存・活用④文化財保護活動等の支援、文化財ガイドの活動促進
	広陵古文化会は、長年にわたる文化財の清掃活動が評価され、環境大臣より地域環境美化功績者表彰を受けており、今後も牧野古墳、巣山古墳の清掃保全活動を応援する。
文化財ガイドは観光ボランティア活動を通じて、広陵町の魅力を多くの観光客に宣伝している。
	Ｂ
	広陵古文化会はかつて、1,500人の会員数を誇ったが、現在800人に減少している。文化財保護や清掃保全活動だけでなく、親睦を図れる事業に取り組み、会員数を増やす。
文化財ガイドにより、広陵町の魅力を宣伝してもらい、住みたい町として魅力を発信してもらう。

［文化財保存課］

	（４）（仮称）歴史文化会館の整備
	複合の社会教育施設ではなく、単独の歴史資料館の整備について平成26年度に歴史資料館整備検討委員会を組織して、歴史資料館のあり方について審議してもらった。平成27年度末には建築・展示にかかわる基本設計書と整備方針について意見をもらった。
	Ｃ
	後期基本計画期間中に歴史資料館の建築に向けて、財源確保、人的配置等諸条件の整備を進める。
［文化財保存課］


５　青少年の健全育成
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）健全育成体制の充実
	青少年健全育成協議会では、地域部会、学校部会、保護者部会及び行政が連携を持ちながら、各種研修会への参加のほか、行事の時の巡視、町内小学校での立哨、街頭指導等、充実した内容で活動を続けている。
	Ａ
	より連携を強化し、青少年をめぐる多様な問題に対処できる体制づくりを推進する。一方、日中とは違う環境となる夜間に充実した活動をできるかが課題である。
［生涯学習課］

	（２）健全な社会環境づくり
	奈良県青少年指導員連絡協議会に加入する中で、研修会への参加及び町内コンビニ等への合同立ち入り調査を行い、地域活動を行っている。
	Ｂ
	巡回頻度を向上させ、地域活動をより充実させることが課題である。
［生涯学習課］

	（３）家庭・地域の教育力の向上
	家庭教育学級（年３回）の開催を、各幼稚園、小・中学校に委託し、家庭教育の重要性とそのあり方について、自主的に学ぶ機会を開設してもらっている。子育てに関する不安や悩みの解消の場として定着しつつある。
	Ｂ
	保護者の参加人数が少ないことから、保護者と子どものためになるような企画や工夫をし、充実した内容となるよう検討する。
［生涯学習課］

	（４）青少年の体験・交流活動等の促進①体験・交流活動等への参画機会の充実
	小学５年生の児童が、友好交流都市である福井県美浜町で「海体験」を行う地域交流事業を実施している。また、社会教育委員の主催事業として世代間交流事業を行っており、青少年の育成の一助となる事業を展開している。
	Ｂ
	事業内容の充実を図る。
［生涯学習課］

	（４）青少年の体験・交流活動等の促進②青少年団体及びジュニアリーダーの育成
	単位子ども会及びボーイスカウト、ガールスカウト等全国規模の団体に補助を行い、リーダーの育成に努めている。特に、ガールスカウトにおいては『世界の女性サミット』に参加し、日本を代表した立場で活躍する人材が輩出された。
	Ｂ
	今後も様々な場面で活躍できる人が輩出されるよう、青少年団体の支援を充実させる。
［生涯学習課］


４　第４章　活力あふれる産業づくり
１　農業の振興
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）農業生産基盤の充実①生産基盤の整備と地域ぐるみの共同活動の支援
	国の政策である多面的機能支払交付金事業を活用し、平成27年度現在、町内で16の活動組織が植栽活動、農道や水路の整備を行っている。
百済・広瀬地区を中心に、北校区（的場、弁財天）や西校区（六道山、安部）の活動組織が植栽活動等の農地維持の活動や、地域を巻き込んだ活動を行っている。
	Ｂ
	活動地域を含め、町内において宅地開発が進んでおり、交付金の対象農地が少なくなりつつある。
また、活動組織は農業者を中心に構成され、非農業者と共同での活動ができていない組織もあるため、自治会や子ども会を巻き込んだ、地域の環境を保全する活動の取り組みが必要である。
［地域振興課］

	（１）農業生産基盤の充実②地域の実情に即した農地の有効活用促進
	平成27年度の県のモデル事業で活動を開始した「健楽農業（けんぎょうのうぎょう）」が耕作放棄地対策（耕作放棄地の発生防止）を兼ねた事業を行った。
また、農事実行組合も耕作放棄地の発生防止・解消には積極的であり、所有者で耕作ができない農地を実行組合が担っている地域も多々存在する。
農業委員会の活動として、農地の利用状況調査や農地パトロール等を随時行っている。
	Ｃ
	健楽農業が今後の事業の中で、現在のほ場以外に、耕作放棄地の対策に力を入れるのかどうかが不透明であるため、今後の方針を明確にする必要がある。
平成28年度から国などで耕作放棄地の解消に補助金を交付する事業が展開されているので、町としてもその事業を活用できるようにしたい。
［地域振興課］

	（２）意欲ある担い手の育成・確保①認定農業者・集落営農組織の育成と農業経営の法人化促進
	平成27年度から青年等就農給付金事業を本格的に開始し、平成27年度は１名の新規就農者が経営を開始した。
また、南郷集落営農組合は南郷地区の農地を集積化し小麦を作付け、精力的に活動を続けている。
他の地区でも営農組合の平成28年度設立に向けた動きがあり、町としても助言した。
	Ｃ
	集落営農の法人化に向けての動きが課題である。組合として活動しているが、法人化は実現できていない。
新規就農者についても、補助制度がうまく活用できるようなかかわり方を検討したい。

［地域振興課］

	（２）意欲ある担い手の育成・確保②農業者戸別所得補償制度の活用
	戸別所得補償制度に代わり、経営所得安定対策事業として、水田活用の直接支払交付金、畑作物の直接支払交付金、米・畑作物の収入減少緩和対策及び米の直接支払交付金の交付事業が行われている。水田活用の直接支払交付金は、徐々に利用者が増加しているが、他の交付金については、畑作物の直接支払交付金及び米・畑作物の収入減少緩和対策を利用する集落営農とほか数名にとどまっている。
	Ａ
	経営安定対策事業は、交付金の対象が認定農業者や集落営農となっているものがあるため、意欲ある農業者の認定農業者への認定や集落営農の立ち上げを積極的に支援する。また、交付金の活用を促すため、農業委員会等とも協力して内容の周知を行う。

［地域振興課］

	（２）意欲ある担い手の育成・確保③後継者及び新規就農者の育成・確保
	平成26年度から栽培技術や農業経営について座学とほ場での実習を行う農業塾を開講し、平成27年度末までで18人が受講している。平成26年度から受講している塾生のうち、８人が平成28年度で卒業する予定であるので町内での就農準備の協力をした。
また、担い手や新規就農者の経営支援等を盛り込んだ広陵町「人・農地プラン」の策定に向けて、平成27年度に検討会設置要綱を制定した。
	Ｂ
	農業塾から初めて卒業生が出るため、円滑な就農への好事例となるよう、農地の斡旋等、就農準備のサポートを十分に行う必要がある。
［地域振興課］

	（２）意欲ある担い手の育成・確保④女性や高齢者への支援
	平成26年度からの農業委員会への女性委員の登用など農業経営にかかわる町の計画等に女性の視点が生かされるような体制づくりをしている。
	Ｃ
	今後、農業経営における女性の活躍が促進されるよう、農業委員会や人・農地プラン検討委員会への女性農業者の登用のほか、さらなる支援策の検討が求められる。
また、ベテランの農業者のもとでの新規就農希望者の研修実施や、定年帰農者等の農業への参画を推進し、高齢者の知識や労働力の活用を図る。
平成28年度に開催予定の人・農地プラン検討会では３割以上女性農業者を置くこととしているので、その準備として、農業経営を行う女性農業者への説明が必要である。
［地域振興課］

	（３）農産物の生産性向上、ブランド化の促進①農産物の生産性向上とブランド化促進
	支部長会等で農業者が農協・共済組合等の機関とかかわる機会を設けており、農業者個人で農協等に相談しているケースもある。
また、マルヒロフーズ株式会社が広陵町の特産品であるナスの独自の品種の生産・加工・販売を行っている。
	Ｃ
	生産技術については、連携して行っている政策がないため、行政・関係機関の政策をお互いに周知し、連携に向けての取り組みが必要である。
施設等の活用の促進は現段階でなされていないので、周知・促進していく必要がある。
［地域振興課］

	（３）農産物の生産性向上、ブランド化の促進②綿花栽培促進
	町内で靴下生産を行っているタビオ奈良が農業者から農地を借り受け、綿の栽培を行っている。（総面積は平成25年時点で20ａ程）
また、個人でも米の生産目標達成を目指し、綿の転作を行っている農業者もいる。
	Ａ
	現在、個人経営者に対して綿栽培の促進は特段行っていないので、今後、周知等を図る必要がある。
［地域振興課］

	（３）農産物の生産性向上、ブランド化の促進②農業技術センター等の設置検討
	農業技術センター設置の目処は立っていないが、技術指導や農業経営の指導等の目的で平成26年度から、農業塾を開講しており、塾長として奈良県農業総合センター等に所属していた有識者を嘱託している。
	Ｄ
	まず、現在農業塾を受講している塾生の就農への支援、農業塾の周知等を積極的に行っていく必要がある。
［地域振興課］

	（４）食の安全・安心と環境に配慮した農業の促進
	平成13年度に制定した「広陵町農業用廃プラスチック適正処理に関する助成要綱」に基づき、農業用廃プラスチックの適正処理に対し毎年予算計上して、助成金を交付しており、毎年数件の交付実績がある。
	Ｃ
	有機栽培や、減農薬等に対して促進のための周知を行う必要がある。
［地域振興課］

	（５）地産地消の促進
	町内には、町営及び地元企業が経営する既存の直売所があるが、平成24年度以降新たに開設された直売所はない。
学校給食や商業者との連携についても、現時点で実績はない。
ＰＲ活動については、地域の祭り等で直売所が出店し、地元農産物の販売をしている。
	Ｂ
	既存の直売所での供給の確保や地域の祭りへの出店等により、地元農産物のＰＲを行う。
学校給食については平成28年度に香芝市と共同の給食センターが完成し、中学校給食を開始するため、学校給食での町産農産物の利用を検討する。
［地域振興課］


２　商工業の振興
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）商工会の育成
	広陵町プラスチック組合や広陵靴下組合といった地場産業の根幹を支える各種組織の運営を行う商工会と情報共有を行い、産業の活性化に取り組んでいる。また、北葛４町（王寺町・上牧町・広陵町・河合町）合同で平成27年度に実施したプレミアム商品券発行事業では、商工会と連携をとり、運営の支援を行った。
	Ｃ
	近年の事業所数の減少をみると、経営を支援する上での有効な手段がまだまだ不十分である。商工業の活性化に向け、行政としても、事業所の経営を支援する施策を、商工会と連携して行っていく必要がある。
［地域振興課］

	（２）時代変化に即した商業活動の促進①既存商店の振興
	商工会が主催となって春秋通じて行われる「靴下の市」では春秋合わせておよそ70,000人、町が主体となって実施している「広陵かぐや姫まつり」等のイベントも平成27年度は延べ18,000人の来場があり、地域に密着した産業や、地元の商店と町内外の人々を結ぶ場を提供している。
	Ｃ
	商工会とタイアップして、イベント等を通じ事業所の商品販売活動に貢献している一方で、地域によってはかつてのにぎわいがなくなり、空き店舗が増えている。
平成28年度から町のイメージキャラクターを活用した商品の販売等の事業への支援を行い、一部の地域で地元商店の販売促進に貢献し始めている。行政・商工会・地元の事業所が一体となり、商品の販売促進運動などの対策を講じていく。
［地域振興課］

	（２）時代変化に即した商業活動の促進②商業施設の立地誘導
	平成26年４月１日付けで、｢広陵町商業施設立地促進条例｣を制定し、新たな事業者が、本町が指定する区域内で、新たに事業所等を新設した場合、優遇措置を行うこととした。平成28年12月を目処に、田原本広陵線沿線の旧オークワ跡（平尾地内）に、｢エバグリーン｣の立地が決定した。また、以前から立地誘導を行ってきた、｢カインズホーム｣については、現在、地権者交渉が大詰めを迎えており、引き続き、立地誘導を行うものである。なお、箸尾地区の（株）ヒロハシ跡地についても、現在、商業施設の立地に向けた協議を行っているところである。
	Ｃ
	今後は、検討中の馬見丘陵公園及び竹取公園の集客力を見越した、観光政策に主眼を置いた、新たなまちづくり拠点整備事業を進める必要がある。また、カインズホーム立地に向けた、地区計画の制定等を進める必要がある。併せて、｢広陵町商業施設立地促進条例｣の期限である、平成30年３月31日以降の対応について、今後、検討が必要である。

［まちづくり推進課］

	（２）時代変化に即した商業活動の促進③経営安定化の促進
	国・県等の融資制度の周知については、商工会と連携し、必要に応じた融資制度の斡旋を行っている。また、町でも中小企業の債務保証に係る保証料として、最大15万円を限度として補助し、中小企業者の金融と経営の健全化を図っている。
	Ｂ
	金融機関とも連携をとり、必要な融資制度の確立に努める。
［地域振興課］

	（３）既存企業への支援及び地場産業の育成①既存企業の振興
	経営革新等に果敢に取り組む中小企業が、販路開拓していくことを行政として支援している。その一環で、平成27年度から新商品の開発・生産などのための設備投資を行う町内の中小企業者に対し、それに係る費用の一部を補助する「中小企業設備投資補助金」の制度を立ち上げ、平成27年度には２件の補助金制度の申請があるなど、効果を得ている。
	Ｃ
	既存企業の経営革新のための支援制度が不十分で、まだまだ支援が浸透していない。事業の拡大を促進する目的で、商工会と連携し、経営する上でのノウハウを伝えるためのセミナー等の開催も視野に入れていく。
［地域振興課］

	（３）既存企業への支援及び地場産業の育成②地場産業の育成
	立地誘導については、産業の基盤強化及び持続的な発展並びに町民の雇用機会の創出を図るため、企業立地促進条例を制定し、積極的な企業立地を進めている。町内でもプラスチックの工場が新たに設立されるなど、地場産業の育成に力を入れている。
	Ｃ
	靴下産業にもプラスチック産業にもあてはまるが、海外からの安価な商品の流入等で、製造過程にも工夫を取り入れないと市場で生き残っていくことが厳しくなってきている。現場の声を受け止め、行政で支援できる方策を検討する。
［地域振興課］

	（３）既存企業への支援及び地場産業の育成③経営の安定化促進
	国・県等の融資制度の情報提供を、パンフレット等を通じて行い、地元商店の活性化を図っている。
	Ｂ
	経営的な視点や既成の概念にとらわれない柔軟な発想のもとで、どのような融資制度を実施すれば地場産業を担う人々に効果的に還元できるかということを考えながら、諸課題に取り組んでいきたい。
［地域振興課］

	（４）企業誘致の推進
	平成26年４月１日付けで、｢広陵町企業立地の促進に係る固定資産税の課税免除に関する条例｣及び｢広陵町企業立地促進条例｣を制定し、新たな企業が本町へ本社機能の移転を行った場合や、新たに工場等を新設した場合、優遇措置を行うこととした。平成27年５月には、｢千代田物産株式会社｣が、東大阪から本町へ本社機能移転を果たした。
	Ｂ
	現在、条例等の整備はできたが、実際に企業を誘致しても立地できる場所の確保が難しく、今後の課題となっている。
また、企業誘致に関する条例は、上位法令である｢企業立地促進法｣に基づき定めた企業立地基本計画の終了年度をもって終了する時限立法としているため、その後の検討が必要である。
［まちづくり推進課］


３　観光・交流の振興
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）地域特性を生かした観光・交流機能の創出①農業と連携した観光・交流機能の創出
	遊休農地を活用した綿栽培を行う靴下製造企業を支援し、それに伴う綿栽培や靴下の製造過程に関心を持った観光客の増加を図ることで、町の特産品である靴下のＰＲ活動を行っている。
	Ｃ
	農産物を生かした製品を町内外で広くＰＲする場を増やしていき、ブランドとして確立するだけではなく、町の観光産業の起爆剤として活用の場を広める。
［地域振興課］

	（１）地域特性を生かした観光・交流機能の創出②周遊ルートの設定と体験メニューの開発
	町内にある歴史財産を結ぶ周遊ルートを、北葛城郡４町で作成した観光パンフレットに掲載し、来訪者に配付した。また、ホームページや各種イベントで町内外の人々に観光情報を広く提供している。
	Ｂ
	町の観光資源を、訪れる人々に広く知ってもらえるような事業を展開していく。その一環として、平成28年度には、奈良県下を結ぶウォークルート看板設置の事業に着手するなど、その地に足を運ぶ人々の目によって楽しめる環境の整備に努めていく予定である。
［地域振興課］

	（２）祭り・イベントの開催
	中秋の名月の時期に開催する「かぐや姫まつり」は、「打ち上げ花火」の開催や、60周年企画イベントと銘打って町歌作曲者キダ･タロー氏を招いてイベントを盛り上げる等、従来の流れを踏襲しつつ、町内外の人々に毎年楽しんでもらえている。また、近隣市町村が実施しているイベントにも積極的に参加し、広陵町イメージキャラクタ－「かぐやちゃん」とともに町のＰＲに広く貢献している。
	Ａ
	これからも地域の人々の声にしっかりと応えられるような観光事業を、積極的に展開していきたい。
［地域振興課］

	（３）ＰＲ活動の強化
	町の伝統文化や風土をＰＲしていく事業の一環で、奈良県の開催するイベント「大立山まつり」に参加した。広陵町大垣内の立山を展示し、その様子が広くホームページや広報、新聞等で大きく取り上げられるなど、町のＰＲ活動に大きく貢献できている。ご当地キャライベントにも、様々なイベントのパンフレットに広陵町の紹介記事が掲載され、観光客の増加を狙って企画・立案を行っている。
	Ｂ
	複数の市町村と連携をとった広域的な観光の取り組みを、これからも積極的に行っていきたい。
［地域振興課］

	（４）地域間交流の推進
	毎年、町内の小学校５年生（40名）が参加し、友好交流都市である福井県美浜町において、波止釣りやボート体験等、普段の学校生活の中では経験できないことにチャレンジすると同時に、美浜町の人々と交流を深めることができた。
	Ｂ
	夏休み期間中の近年は特に暑さが非常に厳しい中での体験活動となっているため、児童の体調管理面が課題である。また、波止釣りなど体験の内容そのものについても今後検討していきたい。
［生涯学習課］


４　雇用対策の推進
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）雇用の促進
	「ハローワーク大和高田」から情報提供を受け、現在必要としている職種とのマッチング情報や、若者向けの企業採用者説明会案内のパンフレットを設置、配布するなど、雇用に関する情報を積極的に広く公開している。
	Ｂ
	社員募集を行う企業と連携して、行政で把握している情報を織り込んだ企業説明会等も行っていきたい。また、香芝市等周辺自治体と連携し、合同説明会も行っていきたい。
［地域振興課］

	（２）勤労者福祉の充実
	労働条件の改善に向けた事業所への啓発チラシやリーフレットを窓口に設置し、労働三法の遵守を企業に呼びかけるとともに、雇用状況の把握を「ハローワーク大和高田」を通じて行っている。
	Ｂ
	雇用機会の均等を図るために、町の広報やホームページ等を通じて、勤労者の待遇改善につながる情報を積極的に提供していきたい。
［地域振興課］


５　消費者対策の推進
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）消費生活に関する啓発活動の推進
	消費者行政活性化助成事業補助金を使用し、毎年高齢者・学生等にパンフレット等の啓発物品の配布を行っている。

平成27年度は、小学４年生・５年生を対象にパンフレットの配布を行った。

また、消費者向けに広報紙を活用し、啓発に伴う様々な情報の提供を行った。
	Ａ
	今後も広報紙、ホームページ等を活用し、消費者に対し啓発活動を行う。
［地域振興課］

	（２）消費生活相談の充実
	香芝市と協定を締結しているため、木曜日以外月・火・水・金曜日は香芝市で相談を受けてもらうことができる。

また、ＬＧＷＡＮ経由でＰＩＯ－ＮＥＴを導入したため、消費者のいろいろな相談に対し、窓口での迅速な対応、回答ができるようになった。
	Ｂ
	広陵町の相談日は木曜日の午後１時から午後４時までになっているが、香芝市は午前中も窓口を開設している。今後、広陵町でも午前に開設できるよう取り組んでいきたい。
［地域振興課］


５　第５章　さらなる発展への基盤づくり
１　計画的な土地利用の推進
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）土地利用関連計画の見直し・総合調整
	平成25年に都市計画マスタープラン、平成26年に農業振興地域整備計画の改定を行い、より現状、未来の都市形成に合う計画を考えた。
	Ａ
	マスタープランや農業振興地域整備計画の見直しを行ったが、より土地利用の明確化を進めるため、相互の調整を行っていく。

［都市整備課］

	（２）適正な土地利用への誘導
	無秩序な開発行為を防ぐべく、開発前に事前に開発指導要綱に基づいた協議を入念に行うことを徹底するよう努めた。
	Ｂ
	現在公表している町開発指導要綱において、条文の内容が現状に即していないといった指摘を受けることがあるため、要綱の見直しによりさらに適切な指導を行う。

町民に対し、土地利用に関する情報を広く周知するに至っていないため、広報・啓発活動をより積極的に実施する。

［都市整備課］


２　市街地の整備
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）市街地整備体制の確立
	平成26年度から都市計画審議会の構成員の見直しを図り、奈良県高田土木事務所長、大学教授、民間企業の人々に役員となってもらうことで産官学の連携を深める体制づくりを行った。
	Ａ
	町民に対して都市計画や市街地整備の取り組みに関する積極的な情報提供、啓発の推進の方法を考え、機運の醸成に努める。

［都市整備課］

	（２）市街地の計画的整備①良好な住環境の維持・保全と新たな住宅地の形成誘導
	既存の都市計画法による用途地域の設定により良好な住環境の維持・保全が行われているが、新たな住宅地の形成誘導等が進んでいない。
	Ｂ
	さらなる良好な住環境の維持・保全ができるよう努めるとともに、人口増加に向けた、新たな住宅地の形成誘導を積極的に進める。

［都市整備課］

	（２）市街地の計画的整備②箸尾駅周辺の整備
	駅前周辺整備に関する手法を検討中であり、実施には至っていない。
	Ｅ
	整備の実現に向け、関係機関及び町民との協力体制の構築を図る必要がある。

［都市整備課］

	（２）市街地の計画的整備③商業・サービス施設等の立地誘導
	平成26年４月１日付けで、｢広陵町商業施設立地促進条例｣を制定し、新たな事業者が、本町が指定する区域内で、新たに事業所等を新設した場合、優遇措置を行うこととした。平成28年12月を目処に、田原本広陵線沿線の旧オークワ跡（平尾地内）に、｢エバグリーン｣の立地が決定した。また、以前から立地誘導を行ってきた、｢カインズホーム｣については、現在、地権者交渉が大詰めを迎えており、引き続き、立地誘導を行うものである。なお、箸尾地区の（株）ヒロハシ跡地についても、現在、商業施設の立地に向けた協議を行っているところである。
	Ｃ
	現在、条例等の整備はできたが、実際に企業を誘致しても立地できる場所の確保が難しく、今後の課題となっている。
また、企業誘致に関する条例は、上位法令である｢企業立地促進法｣に基づき定めた企業立地基本計画の終了年度をもって終了する時限立法としているため、その後の検討が必要である。
［まちづくり推進課］

	（２）市街地の計画的整備④新たな活力の創出
	竹取公園周辺における、地場産業の研究開発型施設の誘致を予定していたが、現在、企業から場所を変更したいとの申し出があり、再度、立地に向けて協議が必要となった。
京奈和道路の三宅ＩＣ開業に伴い、広瀬及び的場地区の準工業地域（工業系ゾーン）の線引き指定を目指している。
	Ｅ
	地場産業の研究開発型施設の立地誘導を図るために再度、企業との調整が必要である。
また、線引きの随時編入を早急に行い、工場系企業の誘致を目指す必要がある。
［まちづくり推進課］

	（２）市街地の計画的整備⑤市街化区域の拡大及び用途地域の見直し検討
	市街地の周辺整備検討が未完了であるため、現状では市街化区域の拡大等の検討をする必要性が生じていない。
	Ｅ
	市街地整備施策の進行と並行して、随時必要性について検討を重ねていく。

［都市整備課］


３　住宅施策の推進
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）新たな住宅地の形成
	新たな住宅地の形成を促進すべく、開発地の選定及び整備手法について関係機関と調整を行っている。
	Ｃ
	関係機関との調整を進めるとともに、民間開発を誘導するための基盤整備を実施する必要がある。
［都市整備課］

	（２）既存住宅の耐震化の促進
	耐震診断、耐震改修に対する補助金制度を利用してもらい、耐震に対する意欲を高めるよう努めた。
	Ｂ
	耐震診断の補助金を利用する人はいるが、最終的に耐震改修に至ったケースが少ないため、実際に改修までつなげることができるような施策等を検討する。
［都市整備課］

	（３）町営住宅の整備
	広陵町営住宅長寿命化計画に基づき、古寺町営住宅において、修繕や改善の計画を定めた長寿命化の中で、給湯器を設置し、耐久性の向上を図り、コストの削減につなげることで、台所・浴室などの給湯機能を確保し居住性を向上させた。
	Ｂ
	個々の事情等により改修や建て替えに至っていないケースがあるので、町民の理解を図りながら、より居住環境が良くなるよう計画的に整備を進める。

［都市整備課］


４　道路・交通網の充実
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）都市計画道路の整備促進
	整備済みの都市計画道路において、現在の法令等に合致した歩道幅員が確保できていないといった問題が生じている路線について現況把握を行い、新しい道路幅員構成について検討を進めた。
	Ｂ
	都市計画道路の道路幅員構成を現状に合致したものにすべく、計画的に整備を進めることでより安全で利便性の高い交通網の整備を実施していく。

［都市整備課］

	（２）県道の整備促進
	県道の整備に関して毎年高田土木事務所に要望書を提出し、整備を実施してもらえるよう依頼を継続して行っている。要望の結果、県道田原本広陵線の歩道整備等、一部について事業として実施してもらった。
	Ａ
	未だ実施に至っていない要望箇所が残っているので、引き続き積極的な要請を行う。

［都市整備課］

	（３）町道の整備及び長寿命化
	地域の意向を事業計画に反映し、幹線道路や生活道路の修繕・拡幅を実施した。

また橋梁等の道路インフラ設備の点検を実施することで、老朽化の度合いを確認し、適切な修繕を計画的に実施すべく長寿命化計画の策定を行った。
	Ｂ
	引き続き整備を必要とする町道について拡幅等の対策を行い、安全で快適な道路空間整備を実施する。

橋梁等について、長寿命化計画に定めたスケジュールに則り修繕工事を行うことに加え、定期的に点検を実施することで、損傷を早期に発見し事故の発生を未然に防ぐことに努める。
［都市整備課］

	（４）新たなバス交通体系の構築・充実
	平成26年度に｢広陵町生活交通ネットワーク計画｣の策定に伴い、公共交通利用実態調査及び広陵元気号利用者アンケートを実施し、公共交通全体の現況把握及び課題整理を行い、路線及びダイヤの見直しを行った。併せて、運賃収受についても検討を行い、平成28年10月から有料化することとなった。
また、既存路線バス（奈良交通）については、廃止が検討されていた、大和高田駅から竹取公園東行きの系統については、奈良県地域交通改善協議会において、国や県、関係市町村が赤字負担を行い、継続することとなった。
	Ａ
	コンパクトシティといったまちづくりにも主眼を置きつつ、各公共交通事業者が連携して公共交通施策を検討する必要があるため、平成26年度に策定した｢広陵町生活交通ネットワーク計画｣を踏まえ、平成27年度から｢広陵町地域公共交通網形成計画｣の策定を進めており、平成28年度において、当該計画の策定を予定している。
策定後は、公共交通施策を加速化するための事業・施策を早急に展開していく必要があるため、速やかに事業を実施していくこととする。
また、既存路線バス（奈良交通）の赤字負担についても、今後、モビリティマネジメント（過度に自動車に頼らない生活）を実施し、町の負担額が増額しないように対応していく必要がある。
［まちづくり推進課］


５　情報化の推進
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）行政内部の情報化の推進
	平成26年度、平成27年度に番号制度対応においてシステム共同化での効率的なシステム改修を実施した。各業務の法改正対応に伴うシステム改修においてもシステム共同化を効率的に実施した。
	Ａ
	今後とも新たなシステムの導入について、システムの共同化の可能性を検討しながら行政内部の情報化を推進していく。
［総務課］

	（２）多様な分野における情報サービスの提供①ホームページの内容充実及び有効活用
	広陵町ホームページが町のアピールについて、十分に対応できていなかったため、最新の閲覧環境に対応させ、観光、子育て世代の転入の促進及び町民サービスのさらなる充実を目的としたリニューアルを行った。
	Ｂ
	今後、情報発信の充実、子育てや公共交通、観光のコンテンツの充実に取り組んでいく。
［総務課］

	（２）多様な分野における情報サービスの提供②光ファイバ網を利活用した情報サービス提供の研究
	整備された光ファイバ網の維持を実施した。
	Ｂ
	本庁と出先３施設（さわやかホール、はしお元気村、図書館）において、だれでも利用できる無線ＬＡＮ環境を構築し、災害時の避難者や支援協力者の受け入れ時に、手持ちのパソコン・タブレット等で情報を受発信できる環境を整える。
［総務課］

	（３）情報セキュリティ対策の推進
	端末のパスワードの複雑化によるセキュリティ向上、及び外部記録媒体の暗号化もしくはパスワード義務づけを実施した。
	Ａ
	今後、インターネット分離、二要素認証の導入などさらなる情報セキュリティの強化に取り組んでいく。
［総務課］

	（４）だれもが支障なく利用できる情報環境づくり
	高齢者や障がい者など身体の機能に制約のある人でもウェブで提供されている情報に問題なくアクセスしてもらえるようホームページのアクセシビリティに配慮した記事の公開に取り組んだ。
また、ホームページのアクセシビリティに配慮した記事の作成について職員への研修を実施した。
	Ｃ
	改定後の情報セキュリティポリシーの職員向けの教育・研修を実施する。
［総務課］


６　第６章　みんなの力で進めるまちづくり
１　人権の尊重
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）人権教育・啓発推進体制の充実
	町では、県の「差別をなくす強調月間」に合わせ、毎年７月に「人権のつどい」を開催し、人権を中心とした講演会を開催している。
また、町人権教育推進協議会では、年３回の「人権セミナー」を開催し、人権について学びを深めている。
	Ｂ
	「人権のつどい・人権セミナー」を除いて、人権に対する主体的な事業が少ないのが課題である。人権教育・人権啓発が一体となって人権に関する取り組みを進めていき、全庁的な推進体制を整えることが必要である。現在、人権教育担当は生涯学習課、人権啓発担当は企画調整課、人権相談は住民課と各部署に分かれているため、今後も連携を密にしながら、よりよい人権教育・人権啓発を推進していきたい。
［企画調整課］

	（２）人権教育・啓発の推進
	職員に対して町民等からの人権問題に対応してもらうため、「差別事象対応マニュアル」を作成、「人権啓発活動推進本部設置規程」を制定し、差別事象等が起こった際に対応できる体制づくりを行い、職員が適切に対応できるようにした。
また、人権教育に関しては、郡や県、国と連携してセミナーの開催及び研修会への参加を行い、継続して人権意識の向上を図っている。
	Ｂ
	依然として、様々な人権問題が存在することから、学校や地域の場で差別事象が起こった際の迅速な対応、また、差別事象に対する毅然とした対応を行政側から声をあげることが重要である。

［企画調整課］

	（３）人権相談の充実
	常設または特設相談所の開設など、人権擁護委員及び関係機関と連携を強化し、町民の人権問題に係る「声」に耳を傾けることができた。
また、啓発活動による人権尊重意識の普及が図られた。
	Ｂ
	少子高齢化が進む中、女性や外国人に対する不当な差別や、要介護高齢者に対する虐待などが社会問題として取り上げられるようになった。学校や職場での「いじめ」、インターネットを悪用した中傷など、様々な人権課題に相談対応できるよう取り組んでいかなければならない。
［住民課］


２　男女共同参画社会の形成
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）男女共同参画計画の策定
	計画や条例の制定などは検討中としながらも、実際の推進体制はまだ決定していない。
	Ｅ
	平成29年度中に男女共同参画行動計画の策定を行う予定である。
［企画調整課］

	（２）男女共同参画社会への意識改革の推進
	県内の奈良県市町村男女共同参画推進連絡協議会に参加し、ほかにも県などの研修に多く参加することで、町における事業について検討を行ってきた。平成25年度には、県の補助事業を利用して男女共同参画関係の講座を開催した。
	Ｃ
	職員や町民の意識改革、男女共同参画に対する意識の浸透や理解の向上などに努めていく。小さなことからでもできる取り組みを継続的に実施していく。
また、広報紙等への掲載を検討し、広報・啓発活動に努めていく。
［企画調整課］

	（３）男女共同参画の社会環境づくり①政策・方針を決定する場への女性の参画促進
	町の各種団体の委員において、男性のみの委員会、審議会が多かったが、何名かの女性委員を登用することができた。また職員についても女性管理職の積極的な登用を行うことができた。ただし、全国的にみて女性の割合が少ない団体もいくつかある。
	Ｂ
	職員については、「広陵町特定事業主行動計画」に基づき、職員が働きやすい環境づくりやワーク・ライフ・バランスを実施する。
また、団体や審議会等の委員についても、男女の固定的役割にとらわれない女性の積極的な登用を図る。
［企画調整課］

	（３）男女共同参画の社会環境づくり②女性の能力向上及びリーダーの育成支援
	生涯学習の観点からの男女共同参画については、女性学級等、女性の文化向上に向けた取り組みを広陵町婦人会など女性が活躍する団体が中心となって企画・実施している。
	Ｂ
	公民館や生涯学習担当課などと連携を行い、県や他の団体が行っている事業を積極的にホームページやフェイスブックで紹介する等、女性が積極的に参画できるよう情報発信を行う。
［企画調整課］

	（３）男女共同参画の社会環境づくり③ワーク・ライフ・バランスの実現支援
	特に行っていない。
	Ｅ
	女性だけでなく男性も取得できる制度であることを、国や県を通じて積極的に情報発信を図る。
［企画調整課］

	（４）暴力の根絶に向けた取り組みの推進
	ＤＶやセクシャル・ハラスメントなどの悩みを相談機関や窓口等で、一度聞くことはあるが、専門職員を常置していないため、奈良県女性センターや児童相談所への紹介を行っている。
	Ａ
	ワンストップの案内ができるよう庁内の連携を図る。

［企画調整課］


３　コミュニティの育成
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）コミュニティ意識の高揚
	地域担当職員制度の活用や住民懇談会の開催、そして、区長・自治会長会での活動を通じて、地域の連帯感や意識を高めてもらっている。
住宅開発時に事業者から転入者へ、区・自治会の周知と加入促進について協力をしてもらっており、また、区・自治会の加入に関するアンケート調査を実施し、それを受けての加入を促すパンフレットを作成した。
	Ｂ
	今後も地域の連帯感や意識を高めてもらう活動を継続して実施し、地域全体に浸透するように努める。また、加入を促すパンフレットを窓口に設置し、転入者に対して直接配布するなど加入促進に努める。
［まちづくり推進課］

	（２）コミュニティ施設の充実支援
	地域のコミュニティの場となる公民館や集会所の改修等については、管理している区や自治会からの要望により助成している。毎年、５件程度の修繕補助をしている。
	Ａ
	予算内で執行する必要があるため、区・自治会からの要望があっても年度内に補助できない場合がある。その場合は翌年度予算に計上し、予算を確保した上で事業補助することとしている。

［生涯学習課］

	（３）コミュニティ活動の活性化支援
	区や自治会が主体となり、地域ぐるみで行う事業を補助することを目的とした、広陵町人にやさしいまちづくり推進事業補助金制度を、多くの区・自治会で活用してもらった。
さらに、各種補助金制度の周知と活用を促し、また、コミュニティ活動用貸出備品の整備も行い、コミュニティ活動の活性化を促進した。
	Ａ
	平成27年度をもって終了となった、広陵町人にやさしいまちづくり推進事業補助金制度に変わる新たな補助金制度の確立が必要となる。今後、地域のコミュニティカルテ作成とそれらを活用した補助金制度の検討を行うこととする。
［まちづくり推進課］

	（４）新たなコミュニティの形成支援
	新たなコミュニティの形成を行うにあたり、まずは、各区・自治会単位でのコミュニティ組織の形成・確立が必要不可欠であるため、町長をはじめ、町の幹部職員が参加する、住民懇談会を各区・自治会で開催している。
	Ｄ
	住民懇談会をすべての地域で開催する。また、小学校区単位での現況等を把握した、コミュニティカルテの作成を平成27年度から実施し、現在、作成中であるため、早急に作成することとする。コミュニティカルテ作成後、地域において新たなコミュニティ組織の検討を行い、地域活性化プランをつくりあげていくこととする。
［まちづくり推進課］


４　協働のまちづくりの推進
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）自治基本条例の制定検討
	まちづくり基本条例の制定については、現在、検討中であり、今後制定に向けて、調査・研究を行うこととしている。
	Ｄ
	各区・自治会で開催している住民懇談会において、まちづくり基本条例の制定に向けた議論をしており、今後、先進自治体の状況を踏まえながら、制定に向けて検討が必要である。
［まちづくり推進課］

	（２）広報・広聴活動の充実①広報活動の充実
	平成26年度から、毎月２回発行していた広報紙を毎月１回とし、またレイアウト等大幅な変更を加え、町民が手に取りやすく、わかりやすい統一感のある広報紙の発行を実施。また、町政説明会などもこれまでの団体や委員向けではなく、広く町民の参加を広報紙等で呼びかけている。
広陵町ホームページが最新の技術や閲覧環境への対応や町のアピールについて、十分とはいえない状況になっていたため、最新の閲覧環境に対応させ、観光、子育て世代の転入の促進及び町民サービスのさらなる充実を目的としたリニューアルを行った。
	Ａ
	今まで町の取り組みなどについての情報発信が少なかったため、今後、町民が知りたい情報を広報紙の特集などで取り上げ発信することで、町の行政情報などに関心を持ってもらう。
ホームページについては、今後、情報発信の充実、子育てや公共交通、観光のさらなるコンテンツの充実に取り組んでいく。
［企画調整課］

	（２）広報・広聴活動の充実②広聴活動の充実
	平成27年度末までに、町長や幹部職員が各地区に出向き、町の基本姿勢や財政状況などを説明し、町民の意見を聞く住民懇談会を、41地区中36地区で開催し、町民と直接語り合う体制を整えている。
また、町長への手紙などは手紙やメール等で月５件程度寄せられており、それに対して担当課から適切に回答を行っている。
	Ａ
	住民懇談会は、今後も継続して開催し、町民と直接語り合う機会を設けていかなければならない。
また、町民を対象に、一定の母数でアンケート調査などを数年に一度行い、町民ニーズの把握に努め、福祉向上につなげなければならないと考えている。
［企画調整課］

	（３）情報公開の推進
	情報公開コーナーを設置し、予算書、決算書をはじめとする公表情報を閲覧できるスペースを設けている。
公開情報を公開請求及び情報公開に関する問い合わせ状況からみると、一定の定着がみられている。
	Ｂ
	より積極的な情報公開制度の啓発、より利用しやすい制度とするための手続きの見直し等、現状に即した制度の運用が図られるようにする。
また、公開制度と同時に守られるべき個人情報の保護についても、より高いものが求められており、より進んだ個人情報の保護のもとでの情報公開制度とするため、調査・研究を進め、情報公開制度・個人情報保護制度に係る職員研修も併せて行う。
［総務課］

	（４）町の政策形成への参画・協働の促進
	「協働のまちづくり」を推進するため各種計画の策定時には、一般町民を公募したり、パブリックコメントによって広く意見を求めたりしている。また、町全体に係る計画の策定時には、町民全体の不特定多数にアンケート調査を行った。
	Ａ
	今後も、審議会委員等の一般公募やパブリックコメント、アンケート調査等を積極的に行っていく。
［企画調整課］

	（５）公共サービスの提供等への参画・協働の促進
	前期基本計画期間では、各種町民団体等の参画による事業実施ができなかった。
	Ｅ
	今後、各公共施設管理者等とも協議し、民間団体等が参画・協働できるような仕組みを構築していくこととする。
［まちづくり推進課］

	（６）町民団体・ＮＰＯ等の育成
	既存の各種団体は支援しているが、新たなまちづくり団体やＮＰＯ等を育成することができなかった。
	Ｄ
	今後、新たなまちづくり団体やＮＰＯ等が設立・育成できるような仕組みを構築していくこととする。

［まちづくり推進課］


５　自立した自治体経営の推進
	主要施策
	達成状況
（平成24年度～平成27年度）
	達成度
	残された課題・今後必要な取り組み

	（１）行政改革大綱等の見直し
	現在は、平成17年に国が示した「集中改革プラン」に基づき、広陵町では平成18年に「第３次行政改革大綱」を策定したが、その後、一定程度の行財政改革が達成できたことからこれ以降の行政改革大綱は定めていない。
	Ｅ
	今後、総合計画後期基本計画の策定にあわせて、行政改革大綱の見直しを図る。
［企画調整課］

	（２）事務事業の見直し
	事務事業の見直しについては、決算時に事務事業評価点検書の作成や主要施策の評価などで行っているものの、その事業を踏まえ、全庁的な事務事業評価を行い、事業の見直しを行っているわけではない。また、行政評価制度の検討は行っていない。
	Ｃ
	事務事業評価に関するマニュアルを作成し、改善、合理化などの行財政改革につなげていきたい。
［企画調整課］

	（３）組織・機構の見直し
	部及び課の編成により繰り返し模索している。
	Ａ
	部署によって時間外勤務の時間数に差があるため、それらを減少させるための組織編成を今後も行っていく。
［企画調整課］

	（４）窓口サービス等の向上
	個人番号カードを利用した証明書（コンビニ）交付サービス用システムの構築及びこれに伴うキオスク端末（自動交付機）の導入に向けた経費の確保が図られた。
	Ａ
	平成28年度中の運用実施を目指し、証明書（コンビニ）交付システムの構築、導入に向けた関係機関との連携、また、構築されるシステムに係る環境整備作業など、重点課題も山積している。
［住民課］

	（５）定員管理及び給与の適正化
	毎年の退職者の人数を考慮し、新規採用人数を調整することで、職員の定員及び給与の極端な変動を減らすよう努めている。また、毎年人事院の給与勧告に基づき給与改定を行っている。
	Ｂ
	引き続き類似団体との比較をしながら定員管理を検討し、人事院の動向を確認しつつ、給与の適正化を行っていく。
［企画調整課］

	（６）人材の育成
	人事評価制度について、平成27年度上半期から試行を始め、平成28年４月に人材育成基本方針を策定し本格的に導入した。これにより、職員の意識改革や能力開発に取り組んでいる。
	Ｂ
	人事評価制度を導入したばかりでありまだ成果は出ていないが、今後は人事評価制度に取り組むことで職員一人ひとりの自主的かつ能動的な職務遂行と能力開発を目指し、地方分権・地方創生の時代の担い手にふさわしい人材の育成を図る。
［企画調整課］

	（７）健全な財政運営の推進①自主財源の確保
	町税等の収納対策の強化等により自主財源の割合は増加したが、高齢化に伴う医療費や介護給付などの社会保障費や施設の老朽化に伴う修繕費等が増額した。
	Ｃ
	今後、町民の多様なニーズに対応すべくさらなる事務事業の見直しを推進しながら、自主財源の確保に努めていく。
［総務課］

	（７）健全な財政運営の推進②健全な財政運営
	健全な財政運営のために不要不急の事業は行わず、実施事業についても費用対効果等を考慮しながら財政運営を推進した。
	Ｃ
	今後、老朽化した施設の大規模改修等大きな事業が控えていることから、限られた財源を有効活用すべく、さらに効果的で無駄のない財政運営を推進する。
［総務課］

	（８）広域行政の推進①一部事務組合による共同事業等の効率的な推進
	葛城広域行政事務組合だけではなく、ごみ処理でも一部事務組合による広域化が決定した。
	Ａ
	今後は、連携協定で広域的な事業を行うのか、法律的な枠組みの一部事務組合を利用していくのか、その事業ごとに検討を図る。
［企画調整課］

	（８）広域行政の推進②今後の広域連携のあり方の調査・研究
	葛城広域行政事務組合などの一部事務組合といった法律に規定された制度ではなく、友好交流協定や相互連携協定、大学との連携など緩やかな連携協定の締結を実現できた。
・友好交流協定
福井県美浜町
・相互連携協定
奈良県香芝市
・防災協定
大阪府柏原市、ならコープ

など
・大学との包括連携協定
畿央大学、奈良学園大学、
奈良県立大学
	Ａ
	連携を進めていくにあたり、今後どのような事業が連携によって有効な事業となるか、各部署で模索できるよう企画担当課が調整を行っていく。
［企画調整課］

	（９）庁舎の整備充実
	懸案事項となっていた、庁舎の耐震補強工事について、平成27年度に基本設計及び実施設計を行い、その後、平成27年９月から｢庁舎耐震補強工事｣を実施しているところである。
本庁舎については、災害発生時に、災害対策本部としての機能を有することから、庁舎耐震補強後のIｓ値（構造耐震指標）については、0.75以上を確保することとし、また、来庁者への配慮を最大限考慮し、工期を第６期までに分けて行うこととした。平成27年度は、第２期工事まで終了している。
	Ａ
	残りの工事については、平成28年度から随時（第３期工事）行うこととする。
［まちづくり推進課］



Ⅳ　成果指標点検表
	章
	施策
	前期基本計画で設定した成果指標
	成果指標の達成状況
	担当課

	
	
	指標名
	単位
	平成22年度
（実績)
	平成28年度
（目標)
	直近の
測定値
	測定年度(平成)
	

	第１章
	１　環境保全の推進
	地元の環境整備（草刈りや清掃など）に参加している町民の割合
	％
	68.1
	75.0
	－
	－
	－

	
	
	環境に配慮した生活をしている町民の割合
	％
	70.5
	75.0
	－
	－
	－

	
	
	環境保全の状況に関する町民の満足度
	％
	28.5
	33.3
	30.2
	27
	アンケート

	
	
	新エネルギー導入の状況に関する町民の満足度
	％
	5.9
	15.0
	7.5
	27
	アンケート

	
	
	景観の状況に関する町民の満足度
	％
	48.2
	55.0
	45.2
	27
	アンケート

	
	２　環境衛生の充実
	資源ごみ回収量
	ｔ
	1,539
	1,831
	1,587
	27
	クリーンセンター業務課

	
	
	リサイクル率
	％
	27.36
	30.0
	25.46
	27
	クリーンセンター業務課

	
	
	３Ｒ運動をしている町民の割合
	％
	81.5
	85.0
	－
	－
	－

	
	
	ごみ処理・リサイクル等の状況に関する町民の満足度
	％
	56.9
	60.0
	57.9
	27
	アンケート

	
	
	し尿処理の状況に関する町民の満足度
	％
	38.0
	50.0
	39.3
	27
	アンケート

	
	３　上・下水道の充実
	上水道有収率
	％
	93.7
	95.0
	96.6
	27
	業務課

	
	
	公共下水道水洗化率
	％
	89.7
	95.0
	91.7
	27
	施設整備課

	
	
	上水道の状況に関する町民の満足度
	％
	46.4
	60.0
	54.0
	27
	アンケート

	
	
	下水道の状況に関する町民の満足度
	％
	51.2
	65.0
	52.7
	27
	アンケート

	
	４　公園・緑地の保全
	花いっぱい運動参加大字・自治会団体の割合
	％
	67.3
	75.0
	28.5
	27
	地域振興課

	
	
	緑化活動をしている町民の割合
	％
	56.6
	60.0
	－
	－
	－

	
	
	公園・緑地の整備状況に関する町民の満足度
	％
	66.6
	70.0
	63.0
	27
	アンケート

	
	
	緑化の推進状況に関する町民の満足度
	％
	63.1
	65.0
	57.0
	27
	アンケート

	
	５　消防・防災の充実
	自主防災組織の組織率
	％
	78.8
	85.0
	90.0
	27
	危機管理課

	
	
	災害時要援護者台帳の登録者数
	人
	272
	300
	1,187
	27
	社会福祉課

	
	
	避難路・避難場所を知っている町民の割合
	％
	61.7
	80.0
	－
	－
	－

	
	
	防火・防災訓練をしている町民の割合
	％
	15.1
	40.0
	－
	－
	－

	
	
	消防・救急体制に関する町民の満足度
	％
	40.8
	60.0
	42.4
	27
	アンケート

	
	
	防災体制に関する町民の満足度
	％
	25.8
	40.0
	33.0
	27
	アンケート

	
	６　防犯・交通安全の充実
	地域防犯活動に参加している町民の割合
	％
	14.8
	20.0
	－
	－
	－

	
	
	防犯体制に関する町民の満足度
	％
	34.2
	40.0
	28.1
	27
	アンケート

	
	
	交通安全体制に関する町民の満足度
	％
	29.4
	35.0
	26.5
	27
	アンケート

	第２章
	１　保健・医療の充実
	健康づくりリーダー登録者数
	人
	－
	40
	0
	27
	保健センター

	
	
	特定健康診査受診率
	％
	27.5
	65.0
	34.2
	26
	保険年金課

	
	
	特定保健指導実施率
	％
	7.6
	45.0
	3.7
	26
	保険年金課

	
	
	若年者健康診査受診率
	％
	－
	20.0
	9.8
	27
	保健センター

	
	
	健康増進のための取り組みをしている町民の割合
	％
	62.3
	70.0
	－
	－
	－

	
	
	保健サービス提供体制に関する町民の満足度
	％
	38.9
	40.0
	41.7
	27
	アンケート

	
	
	医療体制に関する町民の満足度
	％
	22.4
	25.0
	23.5
	27
	アンケート

	
	２　子育て支援の充実
	休日保育事業実施箇所数
	箇所
	0
	1
	0
	28
	子ども支援課

	
	
	病後児保育実施箇所数
	箇所
	0
	1
	1
	28
	子ども支援課

	
	
	放課後子ども育成教室開設箇所数
	箇所
	6
	8
	7
	28
	子ども支援課

	
	
	一時預かり事業利用者数
	人
	66
	150
	17
	28
	子ども支援課

	
	
	子育て支援体制に関する町民の満足度
	％
	24.1
	30.0
	24.6
	27
	アンケート

	
	３　高齢者支援の充実
	介護予防教室等の参加者数
	人
	458
	500
	1,096
	27
	介護福祉課

	
	
	認知症サポーターの登録者数
	人
	38
	45
	266　
	27
	介護福祉課

	
	
	介護保険サービス事業所数
	事業所
	38
	43
	45
	27
	介護福祉課

	
	
	高齢者支援体制に関する町民の満足度
	％
	24.0
	30.0
	21.1
	27
	アンケート

	
	４　障がい者支援の充実
	障がい者相談支援事業委託事業所数
	事業所
	4
	5
	3
	27
	社会福祉課

	
	
	障がい者自立支援サービス利用者数
	人
	146
	155
	249
	27
	社会福祉課

	
	
	障がい者自立支援サービス事業所数
	事業所
	10
	12
	17
	27
	社会福祉課

	
	５　地域福祉の充実
	社協登録ボランティア数（団体）
	団体
	20
	25
	22
	27
	社会福祉課

	
	
	社協登録ボランティア数（個人）
	人
	11
	20
	5
	27
	社会福祉課

	
	
	ふれあい・いきいきサロン開催地区
	地区
	6
	10
	10
	27
	社会福祉課

	
	
	心配事相談件数
	件
	45
	50
	75
	27
	社会福祉課

	
	
	地域福祉活動に参加している町民の割合
	％
	21.3
	25.0
	－
	－
	－

	
	６　社会保障の適正運用
	国民健康保険税収納率（現年度分）
	％
	94.9
	99.0
	98.02
	27
	収納課

	第３章
	１　学校教育の充実
	幼稚園数
	園
	6
	5
	6
	28
	子ども支援課

	
	
	不登校児童・生徒数
	人
	28
	0
	26
	27
	教育総務課

	
	
	学校支援ボランティア登録者数
	人
	82
	150
	118
	27
	生涯学習課

	
	
	学校教育環境に関する町民の満足度
	％
	43.9
	60.0
	42.6
	27
	アンケート

	
	２　生涯学習の推進
	中央公民館利用者数
	人
	47,266
	50,000
	35,783
	26
	中央公民館

	
	
	子ども読書推進活動実施回数（保育園、幼稚園、小・中学校における読み聞かせ）
	回
	36
	48
	42
	27
	教育総務課

	
	
	図書館蔵書数
	冊
	238,958
	270,000
	276,212
	27
	図書館

	
	
	図書館の町内在住者の利用率
	％
	42.97
	50.0
	43.1
	27
	図書館

	
	
	町の講座等による生涯学習活動をしている町民の割合
	％
	15.5
	17.0
	－
	－
	－

	
	
	生涯学習環境に関する町民の満足度
	％
	23.8
	30.0
	23.3
	27
	アンケート

	
	３　スポーツの振興
	スポーツ施設利用者数
	人
	107,600
	115,000
	147,987
	27
	スポーツ振興課

	
	
	パークゴルフコース利用者数
	人
	18,070
	20,000
	19,049
	27
	都市整備課

	
	
	総合型地域スポーツクラブ数
	クラブ
	0
	1
	1
	28
	スポーツ振興課

	
	
	軽スポーツイベント参加者数
	人
	15
	100
	17,280
	28
	スポーツ振興課

	
	
	週１回以上のスポーツ活動をしている町民の割合
	％
	26.0
	31.0
	－
	－
	－

	
	
	スポーツ環境に関する町民の満足度
	％
	24.4
	30.0
	23.5
	27
	アンケート

	
	４　文化芸術の振興と文化財の保存・活用
	文化祭参加者数
	人
	2,095
	2,500
	2,560
	27
	生涯学習課

	
	
	文化芸術環境に関する町民の満足度
	％
	22.0
	30.0
	20.6
	27
	アンケート

	
	
	歴史的遺産の保存・活用の状況に関する町民の満足度
	％
	45.5
	50.0
	46.3
	27
	アンケート

	
	５　青少年の健全育成
	少年補導員数
	人
	16
	20
	13
	28
	生涯学習課

	
	
	子ども会加入者数
	人
	1,064
	1,200
	812
	28
	生涯学習課

	
	
	青少年の健全育成環境に関する町民の満足度
	％
	20.3
	30.0
	20.3
	27
	アンケート

	第４章
	１　農業の振興
	耕作放棄地面積
	ha
	3.4
	2.5
	2.0
	27
	地域振興課

	
	
	認定農業者数
	人
	27
	30
	9
	27
	地域振興課

	
	
	集落営農組織数
	組織
	1
	3
	1
	27
	地域振興課

	
	
	年間新規就農者数
	人
	6
	7
	4
	27
	地域振興課

	
	２　商工業の振興
	事業所数（商業）
	事業所
	(平成19年)
284
	290
	185
	26
	地域振興課

	
	
	従業者数（商業）
	人
	(平成19年)
1,820
	1,850
	1,460
	26
	地域振興課

	
	
	事業所数（工業）
	事業所
	123
	130
	115
	26
	地域振興課

	
	
	従業者数（工業）
	人
	1,865
	1,900
	2,079
	26
	地域振興課

	
	
	町内の個人商店で買物をしている町民の割合
	％
	30.3
	32.0
	－
	－
	－

	
	
	商業振興の状況に関する町民の満足度
	％
	9.7
	12.0
	11.0
	27
	アンケート

	
	
	工業振興の状況に関する町民の満足度
	％
	6.5
	9.0
	6.3
	27
	アンケート

	
	３　観光・交流の振興
	周遊ルート設定本数
	本
	3
	4
	3
	27
	地域振興課

	
	
	かぐや姫まつり来場者数
	人
	20,000
	22,000
	18,300
	27
	地域振興課

	
	
	観光振興の状況に関する町民の満足度
	％
	9.7
	12.0
	10.0
	27
	アンケート

	
	４　雇用対策の推進
	広報による就職情報提供回数
	回
	1
	2
	1
	27
	地域振興課

	
	
	雇用対策の状況に関する町民の満足度
	％
	7.2
	9.2
	8.6
	27
	アンケート

	
	５　消費者対策の推進
	消費者対策広報掲載回数
	回
	12
	18
	10
	27
	地域振興課

	
	
	消費生活相談件数
	件
	27
	24
	25
	27
	地域振興課

	
	
	消費者対策の状況に関する町民の満足度
	％
	7.9
	10.0
	9.2
	27
	アンケート

	第５章
	１　計画的な土地利用の推進
	農業振興地域農用地面積
	ha
	377
	377
	364
	27
	地域振興課

	
	
	土地利用の状況に関する町民の満足度
	％
	17.2
	24.0
	18.4
	27
	アンケート

	
	２　市街地の整備
	市街地の整備状況に関する町民の満足度
	％
	18.5
	24.0
	19.5
	27
	アンケート

	
	３　住宅施策の推進
	民間住宅耐震改修支援件数
	件
	0
	10
	3
	27
	都市整備課

	
	
	住宅施策の状況に関する町民の満足度
	％
	22.4
	25.0
	21.8
	27
	アンケート

	
	４　道路・交通網の充実
	公共交通利用者数
	人
	2,038
	10,000
	25,500
	27
	まちづくり推進課

	
	
	道路の整備状況に関する町民の満足度
	％
	35.3
	40.0
	37.7
	27
	アンケート

	
	
	路線バスの状況に関する町民の満足度
	％
	12.7
	15.0
	16.0
	27
	アンケート

	
	
	地域公共交通の状況に関する町民の満足度
	％
	7.7
	15.0
	14.8
	27
	アンケート

	
	５　情報化の推進
	町ホームページアクセス回数
	回
	258,407
	270,000
	340,555
	27
	総務課

	
	
	町のホームページを閲覧している町民の割合
	％
	41.8
	50.0
	－
	－
	－

	
	
	情報環境に関する町民の満足度
	％
	12.9
	20.0
	14.6
	27
	アンケート

	第６章
	１　人権の尊重
	人権講座の開催回数
	回
	4
	6
	4
	27
	生涯学習課

	
	
	町職員の人権研修受講者数
	人
	101
	150
	47
	27
	企画調整課

	
	
	人権尊重のまちづくりの状況に関する町民の満足度
	％
	16.9
	25.0
	16.7
	27
	アンケート

	
	２　男女共同参画社会の形成
	審議会等への女性の登用率
	％
	10.7
	20.0
	16.67
	27
	企画調整課

	
	
	町職員の女性の管理職割合
	％
	28.6
	35.0
	39.7
	27
	企画調整課

	
	
	男性の料理体験講座開催回数
	回
	2
	6
	0
	27
	保健センター

	
	
	男女共同参画の状況に関する町民の満足度
	％
	14.1
	20.0
	13.9
	27
	アンケート

	
	３　コミュニティの育成
	自治会加入世帯率
	％
	94.0
	96.0
	93.0
	27
	まちづくり推進課

	
	
	コミュニティ活動の状況に関する町民の満足度
	％
	26.2
	35.0
	25.3
	27
	アンケート

	
	４　協働のまちづくりの推進
	町政説明会の出席者数
	人
	155
	180
	196
	28
	企画調整課

	
	
	広報こうりょうを読んでいる町民の割合
	％
	93.7
	95.0
	－
	－
	－

	
	
	住民参画・協働の状況に関する町民の満足度
	％
	22.3
	30.0
	22.7
	27
	アンケート

	
	５　自立した自治体経営の推進
	職場研修参加者数
	人
	89
	300
	133
	27
	企画調整課

	
	
	町税収納率（現年度分）
	％
	98.6
	99.5
	99.51
	27
	収納課

	
	
	実質公債費比率
	％
	18.0
	10.0
	12.3
	26
	総務課

	
	
	経常収支比率
	％
	90.3
	89.0
	99.6
	26
	総務課

	
	
	行財政改革の状況に関する町民の満足度
	％
	10.0
	15.0
	9.7
	27
	アンケート

	
	
	広域的な連携の状況に関する町民の満足度
	％
	13.1
	18.0
	13.6
	27
	アンケート
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